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【注意】それぞれの事業のタイトル部に表記されている財源区分の「単独」・「補助」の別について
単独…市の一般財源のみで実施する事業
補助…国・県等の補助金や起債等を財源に実施する事業

※補助の区分における割合の表記は、補助割合または起債に充てられる率を指します。
また、補助の対象となる経費は、国等が定めた基準により異なる等の理由により、予算額

の欄に記載してある額に補助率をかけた額と実際の予算額が一致しない場合があります。
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（1）予算の規模

一般会計当初予算は、1,279億円、一般会計、特別会計、企業会計を合わせた当初予算総
額は、2,226億7,789万6千円となり、前年度と比べ3.4％減となりました。また、除染に要す
る経費を除いた額は2,107億8,926万5千円となり、前年度比1.4％減となっています。

対前年度比※

一般会計 1,279億円 2.4％減

特別会計 619億4,770万7千円 9.1％減

企業会計 328億3,018万9千円 4.9％増

合 計 2,226億7,789万6千円 3.4％減
※ 除染に要する経費を除いた額 2,107億8,926万5千円 1.4％減

１ 平成30年度当初予算の概要

（2）予算編成方針

平成30年度は、郡山市まちづくり基本指針に基づき「みんなの想いや願いを結び、
未来（あす）へとつながるまち 郡山」を目指し、将来都市構想である「課題解決先
進都市 郡山」を実現するための予算と位置づけ、分野別将来構想である５つの大綱
とそれらを相互に連携し、相乗効果を発揮させる「横断的取り組み」及び「基盤とな
る取り組み」に重点を置き編成しました。

歳 入

収入の根幹をなす市税等の安定的確保や国等財源の積極的活用のほか、次の視点に基づ
き収入増に向けた取り組みを図りました。
○ 固定資産税の増収、維持管理費の縮減を目的とした未利用財産の売却
○ 市有財産の有効活用を目的とした余剰スペースの貸付（自動販売機の設置等）
○ 広告事業（ネーミングライツ、ウェブサイト広告等）の推進
○ ＣＦ（クラウド・ファンディング）による資金調達
○ イベント開催等に係る寄附、協賛金の募集 など

① 基本的な考え方

② 予算編成のポイント

歳 出

既存事業のカイゼンにより徹底した経費削減に努め、政策効果の高い事業を創出する
とともに、次の視点に基づく施策について重点的に予算配分を行いました。
○ ＩＣＴの推進
○ ビッグデータ、ＩｏＴ、人工知能（ＡＩ）等活用による社会的課題の解決
○ 財務諸表の分析結果に基づいた業務の見直し、予算計上及び支出の適正化
○ ＰＰＰ・ＰＦＩの検討や指定管理制度の推進等民間との連携
○ 部局横断・連携強化による類似事業の解消、効率的運営の推進 など

※前年度（平成29年度）は骨格予算のため、６月
補正後の額で対比しています。
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（3）笑顔を未来につなげよう セーフコミュニティ郡山

2014年11月の取組宣言でスタートした本市のセーフコミュニティ活動は、現地審査におい
て国際的に高い評価を頂き、本年２月２日にセーフコミュニティ国際認証を取得しました。
今後も引き続き推進体制を充実させるとともに、科学的なデータ分析とＰＤＣＡサイクルに

よるカイゼンを加えながら、安全で安心なまちづくりを推進します。

１ これまでの歩み

２ これまでの成果（例）

３ 推進体制

分野別対策委員会
活動開始 (2015.7.8）

取組宣言
(2014.11.4) ２年間以上の活動継続

現地審査
(2017.11.9～10) 認証取得・認証式 (2018.2.2)

認証旗授与

本市初 交通事故多発地点マップ作成

郡山駅前の

窃盗犯が
40件減少！

違法客引き防止パトロール

（県内初、東北で２番目、全国で15番目、世界で391番目）

合意書署名
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　セーフコミュニティを中心的概念とした協働による安全で安心なまちづくりを進めます。

いじめ防止等啓発 通学路等の安全確保

地域包括ケアシステムの深化・推進 自殺予防対策の推進

協働で防犯・暴力団の排除 地域一体で防災訓練

４ 関連事業

５ 今後の展望

自殺予防街頭キャンペーン認知症高齢者捜索模擬訓練

通学路等の合同安全点検

総合防災訓練

小・中学校用リーフレット

繁華街の違法客引き防止パトロール

-3-



将来都市
構 想

基盤となる
（行政経営の効率化、セーフ

連携中枢都市

横断的な
（復興・創生

Ⅰ 産業・仕

（４）予算編成のイメージ

１．商工業振興・企業誘

２．雇用・就労環境

３．農業振興・林業振興

Ⅱ 交流・観光の未来
１．都市間交流・国際交流

２．歴史・文化財・文化芸術振興・物産振

興・地域の誇り

３．シティプロモーション・観光・コンベ

ンション・広域観光・移住促進

・除去土壌等の計画的な輸送

・放射線に関する徹底した情

報収集と積極的な情報発信

～「課題解決先進
みんなの想いや願いを結び、

Ⅲ 学び育む子どもたちの未来
１．乳幼児教育・家庭教育・子育て支援・少子化対策

２．青少年健全育成・子どもの安全・安心・遊び場

３．学校教育・教育環境・高等教育連携・産学官連携

４．地域学習・図書館・読書活動
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取り組み
コミュニティ活動の推進、
圏構想の推進）

取り組み
の更なる推進）

事の未来
致・流通・起業支援

・６次産業化

Ⅳ 誰もが地域で輝く未来
１．市民協働・地域コミュニティ

２．生涯学習

３．地域福祉・国民健康保険・介護保険・国民年金

４．高齢者福祉・障がい者福祉・健康づくり・保健医療

５．男女共同参画

Ⅴ 暮らしやすいまちの未来
１．エネルギー・生活環境・自然環境・ごみ対策・

不法投棄対策

２．消防・防災・市民安全・浸水対策・治山治水

３．交通体系・公共交通・広域交通

４．都市計画・街路道路橋りょう・住環境・上下

水道・公園

・県や近隣市町村とも連携した

本市産業の風評払しょく

・地域の強みを生かした先駆的な

復興・創生の取り組みの推進

都市 郡山」～
未来(あす)へとつながるまち 郡山

将来都市構想の実現に向けた５つの大綱

→ 予算を重点配分

※「５つの大綱」を、相互に連携しながら推進す
ることで、相乗効果を発揮し、施策目的の実現
効果を高めていきます。

～Ｄ・Ｇ（デジタル・ガバメント）の推進＜スマート市役所＞
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４　５６　教育７　教育８　教育９　教育
４　５６　教育７　教育８　教育９　教育

クラウドファンディングの活用等新たな起業の支援を実施 1,873万円
財源区分：補助 国・県

（産業政策課）

          　【　課  題　】

〇少子高齢・人口減少による労働力不足
〇地域全体の所得減少、消費額減少
〇首都圏等への人口流出
〇グローバル化への対応
○内水漁業振興による食糧安保　等

　　　　【ソリューション（解決法）】
〇第４次産業革命の技術を取り入れた社会
　「Society5.0」の実現と地域経済の活性化
〇アグリテック（９頁参照）を活用した生産性の向上
　や生産コストの削減等や、６次産業化の支援によ
　る「稼げる農業」の確立
〇外部からの人材還流などによる、若者や女性、高齢
  者など全ての世代に対して魅力ある雇用の確保　等

～創業支援事業★～

　平成26年６月に国の認定を受けた「創業支援事業計画」を基に、民間事業者と連携し、講
座・セミナー等を開催するほか、新たにクラウドファンディングの手法を活用した事業者の資
金調達を支援します。　○予算内容　委託料等

Ⅰ 産業・仕事の未来 全73事業 39億5,678万円

(５)「５つの大綱」分野別主要事業
全411事業 310億3,260万円

予算額
事業の財源 補助率等

※★は「まちづくり基本指針 第一次実施計画」に該当する事業

拡

№ 事業名 事業概要

1 創業支援ネットワーク推進事業 市と創業支援事業者による意見・情報交換の場及び創業支援セミナーを開催

2 創業支援情報発信事業 創業支援情報ポータルサイトによる創業に関する様々な情報等を発信

3 創業支援テーマ別講座 創業希望者を対象に講座やワークショップを開催

4 創業塾 “経営・財務・人材育成・販路開拓”の知識の習得を目的とした講座を開催

5 創業者・経営者等交流事業 創業者や経営者等とのマッチング、創業に関するセミナー等を開催

6
専門家・メンター・クリエイター
派遣事業

創業者や事業所等に対する、専門家（中小企業診断・税理士等）、メンター（創業
経験者等）、クリエイター（ウェブ製作者、パッケージデザイナー等）を派遣し、
相談を実施

7 起業家ＵＩＪターン支援事業
郡山市と首都圏等の創業者のマッチングによる、新たなビジネスチャンスやニ地域
居住・移住による創業を創出

8
（仮称）こおりやま産業クラウド
ファンディング事業【新規】

プロジェクト実行者を対象に、セミナー等による事業の普及啓発、プロジェクト作
成等を支援、特設サイトによるプロジェクトを周知

9
（仮称）こおりやま産業クラウド
ファンディング活用支援補助金
【新規】

プロジェクトが目標支援金額に達した場合、その調達した金額に対し課される手数
料相当を助成

10 商業起業家支援事業 チャレンジショップ運営に要する経費の一部助成

11 中心市街地空き店舗活用支援事業 中心市街地における空き店舗の賃借料の一部を助成

市

クラウドファンディング

運営事業者〔購入型〕

①委託契約

・セミナー等による事業の普及啓発

・プロジェクト作成等の支援

・特設サイトによるプロジェクトの周知

資
金③ 全国の支援者プロジェクト実行者

④目標支援金額を達成

プロジェクト成立

⑦手数料に対し助成

②提
案

⑤事業資金獲得

⑥調達資金から手数料支払

（仮称）こおりやま産業クラウドファンディング事業

⑧リターンの提供
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再エネ・医療機器関連産業の集積・育成の推進
～産業イノベーション事業★～

（産業創出課）

1,673万円
財源区分：下記のとおり

　エッセン市との覚書締結を契機に産業分野での連携・交流を進めるとともに、産総研福島再
生可能エネルギー研究所、ふくしま医療機器開発支援センターの２つの拠点との連携により、
再エネ・医療機器関連産業の集積・育成を図ります。また、ＩＴ及びロボット関連事業等の新
産業集積の環境づくりを進めます。

521万円 財源 補助 国 1/2

○予算内容 委託料、旅費等

◆エッセン市との連携事業

③産業支援機関とエッ
セン市との連携・交
流のための勉強会開
催

（エッセン市との覚書締結

2017.12.1）

421万円 財源 補助 国 1/2

○予算内容 委託料

◆産学金官連携コーディネート事業

③県内外で開催される

展示会への出展支援

689万円 財源 補助 国 1/2

○予算内容 委託料

①医療機器関連企業支援相談窓口事業
市内企業及び市内進出検討企業向け無料相談
窓口の設置

②医師（大学教授を含む）と市内ものづくり

企業との情報交換会開催

③医療機器開発・試験研究支援事業開催

３万円

財源 補助 国1/2

○予算内容 報償費等

６万円 財源 単独

○予算内容 旅費

（医師と市内企業との打合せ）

※市内ものづくり企業の医療機器開発を支援

市内企業等を対象とし
た医療現場との見学会

９万円 財源 単独

○予算内容 使用料及び賃借料
研究機関等を巡る
バスツアー開催

ロボット革命イニ
シアティブ協議会
(国)への参加 等

（福島県立医科大学にて）

（ロボット革命イニシア

ティブ協議会）

再エネ技術研究の拠点・産総研

①産業界と連携した訪独（エッセン市）
郡山市５名を派遣予定（内２名はＥＵプロジェ
クト予算による派遣。共通経費の市負担・自費
参加による産業界の同行を依頼）

②産業界向け連携セミ
ナー開催

①産学金官マッチング支援

②セミナーへの企業支援

④知的財産活用に係る
支援 等

連携

医療機器開発支援センター

研究機関

金融機関

高等教育機関

産業支援機関

《本市の強みを生かした産業振興》

◆医工連携事業課参入コンサルティング事業

◆医療現場との交流事業

◆ロボット産業関連事業

（セミナーの様子)

◆研究機関バスツアー

拡

新

拡
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西部第一工業団地第２期工区の開発準備 2,235万円
～工業団地整備事業★　西部第一工業団地造成事業★～ 財源区分：単独

○予算内容　測量設計委託料等

（産業創出課）

中小企業の持続的な成長を支援 344万円
〜こおりやま中小企業持続化プロジェクト事業★  〜 財源区分：その他　2/3

（産業政策課）

知的財産活用の推進 1,160万円
～新事業創出促進事業★～ 財源区分：単独

　西部第一工業団地の第２期工区の開発準備のため洪水調整を行う２号調整池から排水先（内
野川）までの排水路整備に向けた測量設計委託等を行います。

　高度技術の集積を進め、既存企業の強化と新規事業の創出を推進します。また知的財産につ
いての普及啓発及び専門人材の育成を通じ産業の振興を図ります。

（産業創出課）

中小企業が直面する人材不足や後継者問題への対応を図る取り
組みをパッケージ化して実施します。

○予算内容 委託費

◆キャリア教育支援事業

関係団体等と連携し中学生の職業教育を支援（ゼロ予算）

◆人材確保支援事業

採用面でのノウハウ、人材育成･定着に関するセミナーを開催

◆事業承継支援事業

事業承継の意識醸成を図るセミナーや個別相談会を開催

後継者（候補者）は決まっているか

（１）高度技術の産業集積支援

①郡山地域テクノポリス市町村協議会負担金

②郡山地域高度技術産業集積活性化推進事業費補助金

③インキュベーションセンター運営費補助金

（２）全国少年少女発明クラブ創作展開催負担金

（３）知的財産活用推進事業

・中小企業向けセミナーの開催

知的財産の活用・推進を図る

ため、日本弁理士会と協定を

締結（2018年２月８日）

市町村との協定締結は東北初

《全国少年少女発明クラブ創作展》 県内初開催
全国の発明クラブから寄せられた創意溢れる作品を

展示し、広く一般に公開します。

郡山商議所「経営者実態アンケート｣
（H29.9月）

新

新

新

拡

○予算内容 測量設計委託料等
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アグリテック、グローバルな郡山市６次化産業を推進 6,830万円
～下記のとおり～ 財源区分：下記のとおり

　アグリテック（※）の活用をはじめ輸出力強化、農林水産物・食品の高付加価値化等、６次
産業を支援し「稼げる農業」を推進します。

1,995万円

○予算内容 委託料、旅費等

○財源区分 補助 国 1/2  その他

○事業内容

①アグリテック活用高品質化実証事業

農作業の省力化、高品質化の有効性を検証

します。

・果樹の葉色と生育の相関検証

・水稲の葉色と食味の相関検証

・生産者との情報共有ネットワーク構築

②ＩＣＴ活用農産物高品質化モデル事業

気象ｾﾝｻｰを活用したほ場管理を行います。

③ワイン等果実酒高品質化事業

検証実験を通じて商品の差別化を図ります。

④産地形成事業

ワイン用ブドウの栽培経費等を補助します。

⑤人材育成事業

・栽培技術研修等の実施

・ワイナリーイベントの開催

◆果樹農業６次産業化

プロジェクト事業★

（防除用ドローン）

2,765万円

○予算内容 委託料、修繕費等

○財源区分 補助 国 1/2

○事業内容

①マンガリッツァ豚導入事業

ハンガリー国から食べれる国宝“マン

ガリッツァ豚”を生体で輸入し、食文化

等を通した同国との交流を深めます。

・生体輸入
・飼養施設の修繕

（石筵ふれあい牧場）

・飼養技術共同研究
（東京農工大学）

◆農産物等海外連携事業★

333万円

○予算内容 負担金、旅費等

○財源区分 単独

○事業内容 ６次産業化計画の推進

６次産業化推進計画に基づき、本市農林

水産物のブランドづくりを推進します。

・地域産品の掘り起し

・６次化商品の開発支援

・商談会への参加

・ｳｪﾌﾞ・SNS等を活用したＰＲ

・産学官金福士との連携

【推進団体の再編】

農業をはじめとするあらゆる業界の垣根を

越え、６次産業化によるイノベ―ションを目指

し、「米消費拡大推進協議会」及び「特産品づ

くり推進協議会」を統合し再編します。

◆郡山地域産業６次化推進事業★

（※）アグリテック：農業（アグリカルチャー）
にＩＣＴ技術（テクノロジー）を組み合わせるこ
とで、生産性向上を目指す取り組み

（マンガリッツァ豚）

（イオンベトナムでの

郡山産梨の販売）

②海外輸出テストマ
ーケティング事業

本市特産品のブラ
ンド力を活かした輸
出ビジネスへの販売
戦略を検討します。

（ワイナリーイベント）

ＩＣＴ活

用（気象

セン

サー）に

よる管理

（補助を活用した
ブドウ畑の整備）

拡
拡

拡
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（園芸畜産振興課）

イノシシ等の有害鳥獣対策の強化 2,585万円
〜鳥獣被害防止総合対策事業★～

○予算内容　委託料等
○事業内容
①被害防止対策：捕獲用わな整備（※）、電気柵設置
②捕獲処分対策：イノシシの捕獲頭数を増やします。

（園芸畜産振興課）

　イノシシをはじめとする野生鳥獣が増加し農作物への被害が拡大していることから、被害防
止及び捕獲処分の両面から総合的な有害鳥獣対策を推進します。

　Ｈ29 300頭 → Ｈ30 420頭　【前年比 140％増（予算額ベース）】

また、出荷制限や捕獲数の増加に伴う埋設場所の不足と処理負担
軽減のため、新たに県外への焼却処分委託を実施します。

財源区分：補助　県　定額

655万円

○予算内容 委託料、補助金等

○財源区分 補助 その他 2/3

○事業内容

・鯉食キャンペーンの実施
・加工品開発

・流通環境の整備

・広報誌（KOIKOIマガジン）作成

◆鯉６次産業化プロジェクト事業★ 1,110万円

○予算内容 委託料、旅費等

○財源区分 補助 県 10/10

○事業内容

農産物の販売促進

インターネット販売や各種メディ

アを活用した販売促進を目指す。

福島県等と連携し、農林漁業者と

小売・流通業者等が交流する機会を

創出します。

◆郡山農産物等販売

促進事業★

・プレスツアー

・ネット通販等農産物販売促進事業

・マスコミ連動ＰＲ

・販売促進キャンペーン

・生産者と食品加工業者等とのマッ

チング

年度 頭数(頭) 増加率（%)

H25 57
H26 139 244%
H27 153 110%
H28 353 231%

イノシシ(有害)捕獲数

（プレスツアーによる

記事掲載）（ネット販売を推進）

（※）平成27年度から実施している「センサー付
箱わな」によるわな見回り作業の軽減、ＧＩＳシ
ステムを活用した「鳥獣目撃・捕獲情報の可視
化」等ＩＣＴ活用による新たな捕獲システムの検証
を継続して実施します。

①商品開発・販路開拓

これまでの商品開発・販路開拓の

流れを定着させるため、さらなる鯉

の魅力発信に取り組みます。

（多様な鯉メニュー）

（KOIKOIマガジン）

②鯉産地等ネットワーク構築

鯉食文化の拡大に向けた主要産地

及び消費地間でネットワークを構築

し、内水面漁業振興に向けた意見交
換等を開催するなど、情報共有や課題解決に取り組

みます。

拡

イノシシ（有害）捕獲数
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繰上償還の活用により２億４千万円の予算削減を実現 12億6,307万円
財源区分：下記のとおり

（農地課）

総合卸売市場特別会計の経営改善の推進 ２億3,560万円
～総合地方卸売市場～＜総合地方卸売市場特別会計＞ 財源区分：起債

　○予算内容　起債　　

 

（総合地方卸売場管理事務所）

　市場特別会計においては、国の基準で一般会計等で負担すべき繰入金を除き、経営に伴う収
入をもって充てるとされています。しかし、償還費負担が大きく、例年、基準を超えた繰入
（基準外繰入）で収支均衡を図っている状況にあることから、現在の償還費のうち減価償却費
を超える部分に対し新たに資本費平準化債を借入れ、償還期間を繰り延べることにより、毎年
度の償還費を抑え利用者の負担軽減を図るとともに、併せて経費削減や使用料の見直しの検討
等を進め、経営の健全化を目指します。

  国営総合農地開発事業「郡山東部地区」（※１）の市償還負担金について、減債基金（※
２）を活用し、平成30年度通常償還分と合わせ、平成31年度以降（８年間）の元金を繰上償還
し利子の軽減を図ります。

○予算内容　（内訳）平成30年度通常分   193,803,741円（元金＋利子）
　　　　　　　　　　平成31年度以降分 1,069,262,016円（元金のみ）
　　　　　　【効果】平成31年度以降の利子　２億4,058万3,954円が軽減される

　

～総合農地開発促進事業～

（※１）国営総合農地開発事業「郡山東部地区」
【事業概要】 阿武隈川東岸の丘陵地帯で実施された農地開発、既耕地の区画整理事業

同時に実施された農業用用排水施設や道路網の整備により、農業生産性
の向上と経営の安定化が図られた。

【事業期間】 昭和54年度着手、平成13年度完了

【総事業費】 624億1,209万1,000円 （国・県・市・受益者が費用負担する。
うち市負担 76億4,144万3,807円）

（※２）減債基金：市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金

○　資本費平準化債（イメージ図）

償還終了 償還終了

2034
(H10) (H14) (H38) (H46)

償還開始 供用開始 本債の 平準化債の

1998 2002 2026

元利償還費

元金償還費

減価償却費

4.5億円

6.8億円

2.3億円

資本費平準化債
に係る償還費

2019
(H31)

2018
(H30)

平準化債の借入開始
借入額：2.3億円 返済額： 0億円

平準化債の償還開始

○毎年減価償却費を超える額

を借入ます。

○ 平準化債借入総額

1,532,108千円

【資本費平準化債について】

資本費平準化債とは、企業債の借入年数と実際の市場施設の耐用年数が異なり、耐用年数の方
が長い場合に、元金償還の負担を繰り延べすることで、現在の市場利用者の負担を和らげ、施設
の耐用年数に合った利用者の負担を求めるために平準化を図る企業債で、使用料などの適正化に
寄与するものである。

新

新
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４　５６　教育７　教育８　教育９　教育

ＩＣＴ、ビックデータを活用した観光の推進 5,069万円
〜郡山ＤＭＯ推進事業★〜 財源：下記のとおり

○予算内容　委託料、補助金等

＜主な事業内容＞

（観光課）

          　【　課  題　】
〇本格的な人口減少社会が到来
〇観光を中心とした国際競争力のある
　地域産業の育成や雇用の創出
〇民間資金・活力を活用した観光まちづくり

　　　　【ソリューション（解決法）】
〇ＩＣＴ、ビックデータを活用した官民連携での観光
　振興
〇地域資源を活用したインバウンド観光への対応
〇分かりやすく、きめ細かなシティプロモーション
〇世界も視野に入れた積極的な本市の魅力発信

　平成29年度に整備したＤＭＯ推進体制（観光協会法人化、観光庁「日本版ＤＭＯ候補法人」
登録認定、ＪＴＢ社員派遣受け入れなど）を基盤に、(一社)郡山市観光協会を中心とした関係
機関団体と官民連携による取り組みを強化し「郡山版ＤＭＯ」として国内外からの交流人口の
拡大による地域経済の活性化を図り、観光によるまちづくりを推進します。

３ 健康・福祉の充実Ⅱ 交流・観光の未来 全43事業 ９億4,800万円

（一社）郡山市観光協会 郡山市

地域

ブランディング

拡

観光マーケティング

○ スマートフォンユーザーの位置情報等のビッ
グデータ等を活用し、本市来訪者の動態等の
「見える化」を実施

○ 市内観光客を対象に、訪問回数、満足度、旅
行消費額等に
ついてのアン
ケート調査を
実施

（仮称）郡山市観光推進戦略プログラム策定

連携

○ 国・県の観光ビジョン、本市のまちづくり基
本指針を踏まえ、（一社）郡山市観光協会のマ

ーケティングデータを
活用するとともに、同
協会が運営するＤＭＯ
推進委員会の意見も活
かした、新たな戦略プ
ログラムを策定

SNSアンバサダー事業

○ 協会公式SNS（Instagarm、

Facebook）で、市民参画によ

り本市の魅力を発信する「SNS

アンバサダー」を認定

○ 若者や女性・外国人等の協力

をいただきながら、本市の魅力

を拡散的に発信

郡山ＳＮＳフォトプロジェクト事業

○ 観光協会「SNSアンバサダー」
と連携したSNS発信ｾﾐﾅｰ開催によ
る人材の育成、発信機会の創出

○ 首都圏のフォトグラファーを対
象とした観光地撮影ツアーによる
交流機会の創出

○ アンバサダーが撮影した写真等
を活用したフリーペーパー制作に
よる情報発信

観光コンテンツ創出事業

○ 本市・（一社）郡山市観光協会・㈱JTB東北による観光振興・地域活性化に関する包括連携協定の枠組み
を活かし、三者が連携し、JTBグループのノウハウにより、市内の学生や関係者らと協働で新たな着地型
旅行商品の開発から、地域ブランド化につなげるプロジェクトを展開

phase1
コンセプト開発

phase２
商品開発

phase３
商品化

JTBグループによる
人材・ノウハウ・事業スキーム等の協力

※ＳＮＳアンバサダー：ＳＮＳを用いて本市の魅力発信に協力

いただく市民等（観光協会が認定）

新

新新

3,965万円（市補助）

9万円

324万円 財源 補助 県 4/5

事業連携

データ活用
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ＩＣＴを活用したインバウンドの推進 2,730万円
〜インバウンド観光推進事業★〜 財源：補助　国　8/10

○予算内容　インバウンド推進に要する旅費、広告料、委託料等

＜主な事業内容＞

（観光課）

　「こおりやま広域圏」15市町村の連携による枠組みを活かし、ＩＣＴを活用したプロモー
ション、外国人観光客の受入環境整備に取り組み、当エリアのインバウンド誘客を推進しま
す。

○世界中に訴求力がある日本政府観光局（ＪＮＴ
Ｏ）の公式サイトにより、訪日を検討する外国
人にリサーチし、本エリアへの来訪機会を促進
する。

○英語・中国語（簡体字/繁体字）・韓国語に加え、
３言語を新たに追加

【追加言語】タイ語、ベトナム語、ドイツ語
【配 布 先】 JNTO海外事務所（主要16都市）、

海外エージェント商談会、観光
案内所、各施設等

外国人観光客ニーズ調査

○ 訪日外国人にアンケート
調査を実施し、当エリアに
求められるニーズ（観光素
材、交通手段、国籍等）の
把握・分析

体験プラン・モデルルート作成

○ 外国人観光客のニーズに合わ
せ、体験型プランをブラッシュ
アップし、コンテンツを拡充

○ ターゲット層のニーズに合っ
たモデルルートを作成

海外向けプロモーション

○ 体験プランやモデルルー
トを外国人向け旅行サイト
に掲載

○ 訪日旅行の意欲が高い外
国人をターゲットに、ICT
活用によるプロモーション
を実施

①外国人観光客ニーズ調査・ウェブプロモーション事業 1,145万

②日本伝統文化体験ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾂｱｰ 430万

○外国人モニター、
ÝouTuber、ブロガー等
を対象とした体験ツアー

○モニターからは、アンケ
ート等により意見を収集
し、施策にフィードバッ
ク

○YouTuber等はＳＮＳ等
ネットで発信

③多言語サイト機能拡張・運用管理 642万

○「こおりやま広域圏」
15市町村連携による
多言語観光サイトに、
各市町村情報ページを
追加

○参加施設・店舗用
「指差し会話シート」
の内容拡充等

⑤多言語観光ガイドブック 293万円④JNTOグローバルサイト活用 173万円

新 拡

拡

拡
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「郡山布引風の高原」に常設トイレを設置 4,954万円
〜観光地整備事業★〜 財源：単独

（観光課）

ブルメン市姉妹都市締結30周年記念オランダ・フェーストを開催
　～ホストタウン推進事業★～ 　財源区分：単独

○予算内容 　オランダ・フェースト開催委託料、ブルメン市長等国内旅費 等

（国際政策課）

(仮称)郡山市歴史・公文書情報館の基本構想策定 964万円
～(仮称)公文書・歴史情報館施設整備事業★～ 財源区分：単独

○予算内容 　基本構想策定業務に係る委託料、懇談会委員報償費・旅費等

（文化振興課）

　2020東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、ブルメン市との姉妹都市30周年の
記念事業等、ホストタウン相手国との幅広い交流事業を行い、2020年以降も続くレガシーの創
出に取り組みます。

　「明治150年」にあたり、本市の歴史・文化遺産を保全・整備活用し、情報発信するととも
に、市民共有の知的資源としての歴史的公文書等を次世代へ継承していくため、公文書館とし
ての機能を取り入れた拠点施設整備を目的に、「(仮称)郡山市歴史・公文書情報館基本構想」
を策定します。

498万円

　本市を代表する観光スポット「郡山布引風の高原」の山頂・第１駐車場に、水洗トイレ（洗
浄水付き汲取りトイレ）を整備し、観光客の受入環境の向上を図ります。
　○予算内容　工事費　男子（洋式１、小便器２、手洗器１）
　　　　　　　　　　　女子（洋式２、手洗器１）　多目的（洋式１、手洗器１）

ソーラーパネル

設置予定地

トイレ整備

予定地

布引高原

第1駐車場

◇ブルメン市姉妹都市30周年記念パネル展

◇ミッフィー ステージショー

◇オランダ関連著名人によるトークショー

◇オランダ絵画コンクール作品展示 等

記念事業 事業概要 祝 ブルメン市姉妹都市締結30周年！

◇構想内容
基本理念、役割、機能、事業活動、諸室計画、立地、施設規模、工程など

◇策定手段
策定支援業務委託、有識者懇談会開催、パブリックコメント実施など

◇経 過
2014.11 歴史資料館耐震診断実施
2015.2  提言書（郡山市史編さん委員会）
2015.4  陳情書（郡山地方史研究団体連絡協議会）
2015.11 報告書（郡山市歴史資料保存整備検討委員会）

→「(仮称)郡山市公文書・歴史情報館」整備の提言
2017.2 基本構想草案（基本構想に係る懇談会）

（仮称)郡山市歴史・公文書情報館基本構想策定の概要

〈歴史資料館と公会堂〉

〈有識者による草案提出〉〈施設整備の提言〉

■郡山布引風の高原トイレの特徴

電気
再生可能エネルギー（ソーラーパネル）
を使用したトイレ

水
運搬による給水により、水洗トイレのよ
うな清潔感のあるトイレ

排水
汲取方式により排水を行わず、自然環境
にやさしいトイレ

拡

新
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東京藝術大学・英国王立音楽院合同オーケストラ郡山公演の開催 559万円
～音楽活動推進事業★の一部～ 財源区分：単独

○予算内容 　合同オーケストラ郡山公演に要する経費

　（文化振興課）

市民文化センターの中央監視制御装置の改修 ２億4,316万円
～市民文化センター改修事業★～ 　財源区分：単独

○予算内容 　中央監視制御装置改修に要する経費

　　

リニューアルした快適な鑑賞環境で美術館展覧会を実施 4,863万円
 ～美術館展覧会等活動推進事業★～

○予算内容
　企画展負担金、印刷製本費（ポスター等）、コンサート演奏委託料、ワークショップ消耗品費等
　【債務負担行為】ブリューゲル展開催負担金（3,500万円）

（美術館）

　美術館の開館25年と本年６月に改修工事が完了する美術館の再オープンを記念した企画展覧
会をはじめ、ミュージアムコンサートやワークショップなど、より質の高い充実した各種事業
を展開し、本市の芸術・文化の振興と美術館の魅力発信に取り組みます。

　開館から33年が経過する市民文化センターの安定的な運営と長寿命化を図るため、計画的な
設備等の改修として中央監視制御装置の改修を行います。

　東京藝術大学との連携事業として、東京藝術大学と英国王立音楽院との合同オーケストラに
よる郡山公演を開催するほか、学校教育支援事業を行うなど、将来を担う青少年の育成と有能
な指導者の確保に努め、音楽の持つ力を活かした地域振興を目指します。

　（文化振興課）

　財源区分：単独

月 日：平成30年６月26日（火）

場 所：市民文化センター 中ホール

実施内容：世界的指揮者トレヴァー・ピノック氏

を迎え、東京藝術大学と世界有数の音

楽大学である英国王立音楽院との合同

オーケストラによる演奏会を開催し、

「音楽都市こおりやま」を国内外に発

信します。

（コンサートイメージ）

事業概要

電気、空調、防災設備等の機器運転及び遠隔制御を行う重要

な装置である中央監視制御装置を改修し、24時間一元的に集中監

視するシステムの安定的な運用を図ります。

改修の概要

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

改 修 工 事

（休館）～ 7/6

ターナー展

7/7 ～ 9/9
今泉コレクション展

9/22 ～ 12/24

ブリューゲル展

1/11 ～ 3/31

〈市民文化センター〉

予定

【ターナー展】
イギリスを代表
する画家の大回
顧展

【今泉コレク
ション展】
郡山市名誉市民
今泉亀撤氏の個
性的なコレク
ション

【ブリューゲル展】
ヨーロッパを代表す
る画家一族の世界的
名画

『風下側の海辺にいる
漁師たち、時化模様』

猪熊弦一郎
『Ｉ氏の肖像』

『野外での婚礼の踊り』

学校教育支援事業
（学校教育推進課）

東京藝術大学生が
オーケストラのある
市内中学校を訪問し、
基礎練習の進め方や
演奏技術等について
指導します。
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４　５６　教育７　教育８　教育９　教育

保育料の無料化・軽減を拡充　　  ８億3,676万円
 ～幼稚園・保育所等保育料無料化・軽減等事業★～ （１億4,805万円） 財源区分:単独 　　　

～多子世帯保育料軽減事業★～ （1,906万円） 財源区分:単独 　　　
 （６億6,965万円） 財源区分:補助 国 1/3

○予算内容　保育料軽減に係る補助金等

待機児童解消に向けて認定こども園・保育所等を整備 ７億6,065万円
～認可保育所等整備補助事業★～ 財源区分：補助 県 2/3、1/2等

○予算内容　施設整備等に係る補助金

（こども育成課）

～私立幼稚園就園奨励費補助事業★～

（こども育成課）

          　【　課  題　】
〇子育てと仕事の両立
〇少子高齢・人口減少による労働力不足
〇イノベーション創出や
　グローバル化への対応
〇誰にでもチャンスのある
　教育環境の整備　等

　　　　 【ソリューション（解決法）】
〇子どもを産みやすく育てやすいまちづくりの推進
○地域全体が子どもたちや子育て世代を支えるシステ
　ムの構築
○学校教育における専門的な外部人材の活用など思い
　切り学べる環境整備の推進
○高等教育機関との連携やＩＣＴの活用等による次代
　のニーズに応じた教育の推進　等

　待機児童の解消に向け、民間活力を生かした認定こども園や民間認可保育施設の整備や既存
の認可外保育施設の認可化移行のための運営費等に対し補助を行います。

（財源） ：国基準 ：市単独

４ 教育環境の充実３ 健康・福祉の充実Ⅲ 学び育む子どもたちの未来 全86事業 95億391万円

施設整備予定数

保育料無料化・軽減等の概要

種類 施設数 定員数
幼保連携型認定こども園 2 180
民間認可保育所 3 180
小規模保育事業 1 19

計 6 379

【拡充】◆私立幼稚園就園奨励費補助金の拡充（国の幼児教育無償化へ向けた段階的取り組み）

【年収約270万円～約360万円未満相当世帯】

・市民税所得割額77,100円以下世帯の保護者負担軽減の拡充

幼稚園 認可保育施設 認可外保育施設

第３子

第１子

第２子

市民税所得割額133,000円未満
世帯の方

（無料又は月5,000円上限に軽減）

所得に応じて、第１子から
第３子以降を対象に補助

同時入所の場合 1/2減額

18歳未満児童３人以上
世帯の３歳未満児童が対象

（月10,000円上限に補助）

18歳未満児童２人以上
世帯の3歳未満児童が対象

（月5,000円上限に補助）

市民税所得割額133,000円未満

世帯の方
(月35,000円又は5,000円上限

に補助)

市民税所得割額133,000円未満

世帯の方

（月18,000円又は5,000円上限に補助）

同時入所の場合 無料

18歳未満児童３人以上
世帯の３歳未満児童が対象
（1/2 又は3/4に軽減）

ひとり親世帯のうち市民税所得割額

77,100円以下の方 一部軽減

市民税非課税世帯の方
無料

【拡充】
【補助金の拡充】
○市民税所得割額77,100円
以下世帯の第１子・２子

3099 3099
3209

3566

3976

4409

4788

39 39 40

49

61

69

75

0

20

40

60

80

3000

3500

4000

4500

5000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

認可保育所等施設数及び定員数推移

入所定員(整備後) 施設数

少子化対策や育児環境の改善につなげるため、引き続き保育料の無料化・軽減等を行います。
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児童の健全な育成を推進する放課後児童クラブ・地域子ども教室 ４億3,993万円
～放課後児童クラブ維持管理事業★～ （４億1,490万円）財源区分：補助 国 1/3　県 1/3 
～地域子ども教室事業★～ （2,503万円）財源区分：補助 国 10/10　　　 

○予算内容　放課後児童クラブ及び地域子ども教室の運営に要する経費

　　　　　　

（こども未来課）

保育環境及び子育て環境の向上のため子育て支援拠点の周辺整備を実施 4,618万円
～地域子育て支援センター改修事業の一部～ （2,771万円）財源区分：単独
～保育所改修事業の一部～ （1,847万円）財源区分：単独

○予算内容　周辺整備工事費
　　　　　（保育所所庭拡張、駐車場整備、遊歩道整備）
　　　　　

（こども支援課・こども育成課）

　小学校児童を対象に、放課後の適切な遊び及び生活の場を確保し、運動や遊びを通して 児
童の健全な育成を図ります。

　保育環境及び子育て環境の向上のため子育て支援拠点の周辺整備を実施します。

拡

放課後児童クラブ・地域子ども教室の整備状況

「郡山市ニコニコ子ども・子育てプラン」に基づき、地域や学校との連携を図り、条件が整った

小学校から余裕教室等を活用し整備を進めています。

33
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放課後児童クラブ

実施校数 クラブ数 定員数
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0

2
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地域子ども教室

実施校数 定員数

実施校数

クラブ数 人 実施校数 人

放課後児童クラブ

平成30年４月 西田学園（新設）

行健小・朝日が丘小・富田西小（増設）

※放課後児童クラブの支援員について、処遇改善及び職務

内容に応じた身分の明確化を図るため、平成30年度から

臨時職員として雇用します。

（放課後児童クラブでの活動の様子）

（西部地域子育て支援センター周辺図）

大槻保育所東隣の宮ノ前池を埋め立て、大槻保
育所の所庭を拡張し、併せて保育所及び西部地域
子育て支援センターの駐車場を整備します。
また、大槻小学校に通う児童の安全を確保する

ため、遊歩道を整備します。

整備面積 約1,600㎡

宮ノ前池

大槻保育所

西部地域子育て支援センター

大槻小学校
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小学校校舎の長寿命化 ２億3,398万円
～小学校長寿命化改修事業★～ 財源区分：下記のとおり

（（教）総務課）

学校と地域の連携・協働　 128万円
～コミュニティスクール導入等促進事業～

○予算内容　学校運営協議会（西田・明健）・学校運営協議会準備委員会の委員報酬・謝礼

　　　　　　コミュニティスクール制度理解のための研修会に要する経費など

（学校管理課）

○予算内容　桜小校舎改修に係る工事請負費、永盛小・熱海小校舎改修に係る実施設計委託料等

財源区分：補助　国  1/3

　小・中学校校舎の老朽化対策として、施設の適正規模、適正配置を踏まえた長寿命化改修を
行い、安全・安心な学校で快適に学ぶことができる環境づくりを進めます。

　平成30年４月に開校する西田学園義務教育学校と明健中学校区に学校運営協議会を設置し、
コミュニティスクールを導入します。また、市内６中学校区においても、次年度以降のコミュ
ニティスクール導入促進を図るため、学校運営協議会の設立に向けた準備に取り組みます。

＜学校施設の長寿命化の考え方＞

１ 基本的な考え方

建築年数の古い施設から改修を実施することとし、改修

内容や規模については、過去の改修履歴や学校施設の現状

を総合的に勘案して決定します。

２ 改修の内容

建物全体の長寿命化、トイレ改修、照明改修、その他

３ 改修の規模

学校施設の現状や児童生徒数の推移等を総合的に勘案し、

改修の規模を決定します。

◇主な整備内容
【桜小学校】 ○改修内容 Ⅰ～Ⅳ期工事のⅠ期工事（約1,183㎡）

内部改修（床・壁・天井等）、外壁塗装・屋上防水改修、電気・給排水・
情報防災設備改修等

○財源区分 補助 国 1/3、市債 90％・75％

～桜小学校の長寿命化～

市内の公立小中学校の校舎、体育館の耐震化率は、平成29年度末まで100％になりました。

学校と地域がともに連携・協

働するために、地域でどのような

子どもたちを育てるのか、何を実

現していくのかという目標やビ

ジョンを地域住民・保護者の方と

共有し、地域と一体となって子ど

もたちを育む「地域とともにあ

る学校」づくりを目指します。

【コミュニティスクールの概要】

◇学校運営協議会：西田学園義務教育学校、明健中学校

◇学校運営協議会準備委員会：日和田中、三穂田中、湖南小中、郡山三中、郡山七中、小原田中

拡
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郡山市篤志奨学生枠を拡大 2,036万円
～奨学資金給与事業★～ 　財源区分：単独

　（学校教育推進課）

～学力向上支援事業★～

○予算内容　ＩＲＴ学力調査委託料、教材作成に係る職員等旅費　等

（学校教育推進課）

小学校へタブレット端末の追加整備
～小学校未来を拓く教育の情報化推進事業の一部★～ 財源区分：単独

  ○予算内容　タブレット端末導入に係る電算機器借上料　

（教育研修センター）

〇予算内容　奨学生への補助金等

　全国学力・学習状況調査等の詳細な結果分析を行い、各学校における学力向上に向けた教育
課程の見直しや校内研修の充実を図ります。また、４月に開校する西田学園義務教育学校にお
いて、新たな学力調査を導入し、より効果的な学力向上に向けた取り組みを行います。

　寄附をいただいた篤志家の方々の意向を踏まえ、経済的な理由で高等学校等への就学が困難
な生徒への奨学金について、郡山市篤志奨学資金給与基金を財源とした給与奨学生の採用枠を
拡大します。

　大規模小学校３校にタブレット端末を追加整備し、教育環境の充実を図ります。

学力向上を支援するため新たな学力調査の取り組み 39万円

財源区分：単独

333万円

Ｈ30.１月末現在の西田学園義務教育学校

全体進捗率 94％ まもなく完成します。

拡

大規模校３校（行健小・芳賀小・大島小）に各学校１セット
（35台）タブレット端末を追加整備(計105台）
〈目的〉
2020年度の改訂学習指導要領の実施を見据えた環境の充実

〇主体的・対話的で深い学びの実現
〇プログラミング教育の必修化
〇情報活用能力の育成

◇郡山市奨学生の新規採用給与人数の状況

平成29年度 55名（うち篤志奨学生10名）

平成28年度 51名（うち篤志奨学生６名）

平成27年度 49名（うち篤志奨学生５名）

平成30年度の新規採用者

60名（うち篤志奨学生15名）

拡

内 容

・難易度により受験者の

得点が左右される。

・偏差値は受験者全体の

学力によって左右され

る。

問題の難易度、集団の特性に

左右されずに子どもの学力を

正確に把握することが可能。
同様の試験例:TOEIC,TOEFL等各

種検定試験

ＩＲＴ学力調査これまでの学力調査

・結果の分析により教師の指導

方法の改善を図る。

・子ども一人一人の伸びを把握

し、今後の指導に役立てる。

結果の分析

近況報告

拡

・市篤志奨学資金給与基金残高 130,324,584円
（H30.3月末見込額）

・平成29年度中寄附金総額16,858,500円(21件)
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４　５６　教育７　教育８　教育９　教育

地域福祉の担い手を育成《民生委員協力員制度》 168万円
～民生委員事業の一部～ 財源区分：単独

○予算内容　報償費、保険料等

（保健福祉総務課）

地域共生社会の実現に向けて《高齢者を地域ぐるみで支援》 1,794万円
～生活支援体制整備事業★＜介護保険特別会計＞～ 財源区分：補助　国・県・介護保険料

○予算内容　コーディネーター業務委託及び講習会等に要する経費
　・協議体・・・多様な主体が参画し、情報共有・連携を強化し、生活支援等のサービスを創出する場
　・生活支援コーディネーター（ＳＣ）・・・必要な資源開発やニーズとサービスのマッチングなどを行う者

（地域包括ケア推進課）

          　【　課  題　】
〇高齢者の生きがいづくりと雇用や地域での
　活躍の場の提供
〇少子高齢化、人口減少の急激な
　進展による財政規模の増大と税収の減
〇独居高齢者の増加
〇地域コミュニティの存続
○ＤＶやパワハラなどの人権問題解消　等

　　　　【ソリューション（解決法）】
〇多様な社会参加ができる柔軟で包摂的な地域の共助
　社会の構築
○住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができ
　る環境づくりを地域全体で支援
○男女がともに活躍できる環境整備の推進
○社会全体で支え合える医療福祉体制の構築、健康増
　進の取組等により地域共生社会の構築を推進　等

　高齢者が、要介護状態となっても、住み慣れた地域で暮らし続けられるよう各地区に協議体
を設置し、生活支援や介護予防サービスの体制整備を推進します。

　高齢者世帯、単身世帯、ひとり親家庭など、民生委員による地域での見守りや相談を必要と
している世帯が増加する中、なり手不足が懸念される民生委員の負担を軽減し、地域福祉の担
い手を育成するため、民生委員と協力しながら活動する民生委員協力員を新たに配置します。

Ⅳ 誰もが地域で輝く未来 全110事業 53億9,483万円

拡

新

地域福祉の担い手を育成し、高齢者を含む全世代型・全対象型の地域福祉サービスを推進する

ため、民生委員をサポートする民生委員協力員を設置。 県内初

１ 地域の見守り体制強化（全世代型・複合的な課題への対応）

２ 民生委員の負担の軽減（持続可能な活動・新たな担い手の創出）

３ 新任民生委員に対するサポート体制の強化（民生委員経験者等による支援）

効果

・地域の見守り活動

・相談、情報提供

・地域福祉活動

・関係機関との連絡調整

・証明事務

・地域の見守り活動

・相談、情報提供

・民生委員と同行訪問

・高齢者宅の訪問等

連携

協力

見守り対象者（高齢者、子ども、障がい者、生活困窮者など）

民生委員協力員民生委員

支
援

新設
定数623人 300人程度

○平成30年度事業

・協議体

設置目標10地区程度

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(SC)

３名配置
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相談支援体制の機能強化《地域包括支援センターの増設》 ３億8,791万円
～包括的支援事業★＜介護保険特別会計＞～　 （３億8,746万円）財源区分：補助　国・県・介護保険料

～地域包括支援センター運営協議会事業の一部＜介護保険特別会計＞～ （45万円）財源区分：単独

○予算内容　地域包括支援センター設置に要する経費、地域包括支援センター愛称募集に要する経費

（地域包括ケア推進課）

健康長寿社会に向けて 13億3,200万円
～下記のとおり～

○予算内容　高齢者の社会参加を促進する事業に要する経費等

（健康長寿課・地域包括ケア推進課・地域保健課）

　地域包括支援センターの増設に併せ、担当日常生活圏域の見直しを行い、相談支援体制の機
能強化を図ります。

　高齢者が地域社会の一員として生きがいをもって、充実した生活が送れるよう、高齢者の積
極的な社会参加を促進します。また、生活習慣病を予防するため、ロコモ予防や介護予防、さ
らには歯科口腔衛生等に取り組むことで、健康長寿社会の実現を目指した健康づくりを推進し
ます。

◆高齢者健康長寿サポート事業★ ２億7,265万円(財源：単独)

・はり・きゅう、温泉、バス、タクシーの費用の一部を助成

◆老人クラブ育成事業★ 1,449万円(財源：国)

・老人クラブ連合会や単位老人クラブの活動費の一部を補助

◆長寿社会対策推進事業★ 4,453万円(財源：単独)

・あさかの学園大学の開設、いきいきふれあいの集いの開催

◆高齢者の生きがいと健康づくり事業★ 143万円(財源：単独)

・高齢者スポーツ大会、高齢者作品展の開催

◆いきいきデイクラブ事業★ 5,849万円(財源：単独)

・地域交流センター等での通所による各種サービスを提供

高齢者の社会参加を促進

市民総活躍の健康づくりを推進

◆特定歯科保健事業★ 52万円(財源：単独)

・重点地区のライフステージに応じた歯科保健対策の実施

◆後期高齢者健康診査事業 １億4,401万円(財源：一部県等）

・高齢者の生活習慣病の早期発見・早期治療の促進のための健康診査

に加え、75歳前年度到達者の歯科健診を実施（新規）

◆生活習慣病対策事業★ 527万円(財源：国・県)

・ＢＤＨＱによる食生活実態調査（新規）、減塩教室の開催、

受動喫煙防止対策事業の実施

◆一般介護予防事業★（特別会計） 1,674万円(財源：国・県等)

・アンケートの実施や介護予防教室、講演会の開催

◆特定感染症検査等対策事業★ 836万円(財源：国)

・ＨＩＶ・梅毒即日検査・肝炎ウイルス検査及び相談の実施

・性感染症予防講座（性感染症対策研修会、思春期保健事業、

出前講座等）の実施

◆健康増進事業★ ７億6,551万円(財源：国・県等）
・がん検診など各種健康診査を実施

拡

拡

高齢者数の増加

◆地域包括支援センター数
17箇所から18箇所へ増設

◆地域包括支援センター愛称募集
地域に密着した親しみのある支
援拠点とする

福島県市町村先駆的健康づくり実施支援

事業を活用し、大塚製薬㈱との協働によ

り、ＢＤＨＱ（簡易型自記式食事歴法質

問票）を用い、食嗜好や食習慣の実態把

握調査を行う。

対象事業所：６事業所（約600人）

管内医療機関からの梅毒患者の報告件数

調査分析後、「第二次みなぎる健康

生きいきこおりやま２１」や「第三

次郡山市食育推進計画」で目標とす

る市民の健康と健全な食生活に向け

た栄養事業の施策につなげる。

地域包括支援センターの機能強化

食生活実態調査事業

件数

年

HIV検査普及啓発街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

減塩ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

※近年増加している梅毒については、

抗体検査及び相談体制の充実を図ります

-21-



猫の保健所への引き取り数減少を目指して 32万円
～狂犬病予防対策及び動物愛護支援事業の一部～ 財源区分：単独

○予算内容　補助金

（生活衛生課）

自殺対策を拡充しセーフコミュニティを推進 602万円
～自殺対策推進事業★～ 財源区分：補助　県 2/3～1/2

○予算内容　自殺対策計画の策定、自殺予防に関する研修会及び相談に要する経費

（保健所地域保健課）

　誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し、自殺者数を減少させるため、自殺
予防に関する取り組みを行います。

　飼い主のいない猫の増加によるふん尿被害などによる地域環境の悪化やトラブルの防止を図
るため、適正に飼養管理できる団体に対し、不妊及び去勢の手術に要する費用の一部を補助し
ます。

新

○猫の引取り数の推移

・補助対象者 市民を含む３名以上の団体（事前登録制）

・補助対象猫 飼い主のいない猫

・補助額 不妊手術（雌猫）補助額：４千円／匹

去勢手術（雄猫）補助額：３千円／匹

487 438 393
538 434

0

500

1000

24年度25年度26年度27年度28年度

《計画策定》

・ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリンク(※)から計画策定アドバイザーの派遣を

受けるとともに、セーフコミュニティ自殺予防対策委員会と連携し計画を策定

《人材養成事業》

・ゲートキーパー養成研修、ゲートキーパーフォローアップ研修の開催

・自殺対策シンポジウム(テーマ:ＬＧＢＴ)の開催 等

《若年層対策事業》

・成人式でのこころの健康に関するパンフレット配布

・教職員を対象としたゲートキーパー養成研修の開催

《対面相談事業》

・精神科医、臨床心理士等による相談

・うつ病家族教室 等

《電話相談事業》

・精神保健福祉士による電話相談 等

《普及啓発事業》

・自殺予防相談先カード(名刺ｻｲｽﾞ)の配置

・自殺対策計画の印刷製本 等

※ライフリンクとは
2004年10月に設立された自殺

対策に取り組むＮＰＯ法人。

代表の清水康之氏は、元内閣

府参与。「自殺対策基本法」

の成立等に貢献する。

ゲートキーパー養成研修 成人式でのパンフレット

相談カード(理美容

店、薬局、郵便

局、行政機関の窓

口に配置)

パネル展示

自殺予防ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

30.1

21.3 21.7 21.3

18.3

21.6

19.1

14.6

29.1

25.2 25.3

21.9 21.7 21.8 21.3

18.3

24.4
23.4 22.9

21 20.7
19.5

18.5
16.8

10

15

20

25

30

35

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

国・県・郡山市の人口10万人あたりの自殺者数の推移

郡山市死亡率 福島県死亡率 全国死亡率

人

拡
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総合体育館の利便性向上に向けた整備 9,900万円
～体育館改修費（総合体育館西側敷地改修工事）～ 財源区分：単独

(スポーツ振興課）

2,605万円
～2020東京オリンピック・パラリンピック対策事業★～ （1,705万円）　財源区分：単独
～スポーツ事業開催・助成事業★の一部～ （900万円）　財源区分：単独

（スポーツ振興課）

安全・安心な公民館の施設整備・充実 3,041万円
　～公民館改修事業の一部～ 　財源区分：補助　国　1/2

○予算内容　耐震補強実施設計に係る委託料

（生涯学習課）

2020東京オリンピック･パラリンピックを見据えたスポーツの振興

　地域のコミュニティや生涯学習の中核施設である公民館が、安全に安心して利用できるよ
う、指定避難所となっている５公民館の耐震補強を進めます。

　事前キャンプやイベントの誘致を推進するとともに、市内小･中、高校生等の競技力向上の
ため、トップアスリート等による養成教室を開催します。
　また、水泳の普及と技術力向上等を図るため、多くのオリンピアン等の参加による「(仮称)
水泳の日2018in郡山」を開催するなど、スポーツの振興及び交流人口の増加を図ります。

　総合体育館の利便性の向上を図るため、施設西側の劣化が著しいインターロッキング部分の
撤去･改修を行い、バリアフリー化と障がい者用駐車スペースの増設と併せ多目的利用が可能
な駐車スペースを確保するとともに、緊急車両、大型バスに対応したロータリーの拡張（正面
入口側）等の整備を行います。

○予算内容　　東京オリンピック･パラリンピック対策事業及びホストタウン推進に要する報償費、
            　旅費、委託料等、「(仮称) 水泳の日2018in郡山」等開催負担金、
　　　　　　　スポーツコンベンション開催支援補助金

〇予算内容　総合体育館西側敷地改修に係る工事請負費

拡

「福島県耐震改修促進計画」において防災拠点

として位置付けされ、旧耐震基準で建設された

避難所となっている５公民館の耐震補強工事に

向けた実施設計を行います。

〈トップアスリートによる養成教室(柔道)〉

拡

◇バリアフリー化の推進

・エントランス、ロータリーの段差の解消

・障がい者用駐車スペースの増設

◇ロータリーの拡張

・緊急車両、大型バス等の円滑な乗り入れ

◇駐車場の整備

整備概要

・事前キャンプ、イベント誘致
・アドバイザーとの意見交換
・トップアスリート養成教室の開催など

2020東京オリンピック・パラリンピック対策事業

・「(仮称)水泳の日2018in郡山」開催負担金:300万円

・全国高等学校総合体育大会(冬季ｲﾝﾀｰﾊｲ)開催負担金:200万円

・スポーツコンベンション開催支援補助金:400万円

スポーツ事業開催・助成事業

〈総合体育館整備エリア〉

〈安積公民館安積分室 他〉
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４　教育環境の充実５　教育環境の充実６　教育環境の充実７　教育環境の充実８　教育環境の充実９　教育環境の充実

新設消防署所整備が本格化 4,561万円
～新設消防署所整備事業★～ 財源区分：単独

○予算内容　新設消防署所建設用地造成工事

○効果　富久山・富田地区の救急需要に対する迅速な対応が見込まれます。
（防災危機管理課）

防災情報伝達の効率化・迅速化 6,844万円
～防災情報発信事業★の一部～ 財源区分：市債　100％

（防災危機管理課）

　　　　【ソリューション（解決法）】
〇少子高齢化に対応した道路環境の整備や公共交通ネ
　ットワークの構築
〇持続可能な住環境・生活環境のための空家対策の推
　進やコンパクトシティ・プラス・ネットワークにも
　対応した経済的にも環境的にも負荷の低いまちづく
　り
〇自然災害をはじめとした防災体制の整備
〇交通事故、犯罪抑止などｾｰﾌｺﾐｭﾆﾃｨ活動の更なる推進
〇省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの積極的な導入　等

          　【　課  題　】

〇コンパクトシティ・プラス・ネット
　ワークへの取り組み
〇空家対策等による安全安心な
　まちづくり
〇老朽化したインフラの維持管理
〇地球温暖化の進行などの地球環境
　問題　等

　現在構築を進めている防災情報伝達システムに、メールマガジンやＳＮＳ等を用いて伝達す
る配信システムを統合することにより、効率的な運用と迅速な情報伝達を図ります。

　地域の消防力強化のため、引き続き新設消防署所（郡山北部、富久山・富田地区）の整備を
進めます。

　【施設概要】
  　・敷地面積   　　約1,800㎡（分署規模）
  　・建設年度　　　 2018年度～2019年度
  　・構造・延床面積 鉄骨造（平屋建）・約600㎡
  　・職員数　　　　 約15名体制
  　・配置車両　　　 ポンプ車、救急車、広報車
　　　　　　　　　　　（各１台）
　【造成内容】
 　 ・盛土工　　　　　　　　約2,300㎥
  　・Ｌ型擁壁設置工　総延長約  190ｍ
  　・水道管引込工　　　延長約    4ｍ
  　・排水設備設置工一式 など

Ⅴ 暮らしやすいまちの未来 全99事業 112億2,908万円

○予算内容
配信機能の統合に要する委託料

○これまでの情報伝達
・災害に強い情報連携ｼｽﾃﾑ(ﾒｰﾙ･SNS等)
H25年度構築
⇒H30年度ｼｽﾃﾑ更新時期到来

・防災情報伝達システム
H29～30年度新たなｼｽﾃﾑを構築中

◆上記ｼｽﾃﾑを個別に運用
⇒同様の操作が２回必要
⇒情報配信に時間を要する

○システム統合の効果
１回の操作で迅速な情報配信が可能に！

2017年度 2018年度 2019年度

郡
山
市

消
防
組
合

・用地取得

・建設設計

・造成工事・造成設計

・建設工事 開署
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東山霊園一般墓所再整備を実施 3,520万円
～東山霊園改修事業～ 財源区分：単独

○予算内容　 工事費　　　
○整備予定区画数　 108区画　　

（生活環境課）

エネファームの導入補助を開始 2,964万円
～エネルギー３Ｒ推進事業★～ 財源区分：単独

（生活環境課）

浸水被害対策の推進 2,182万円
財源区分：補助　国1/2

（河川課）

　近年の一般墓所に対する市民のニーズに対応するため、墓所区画内の空地等を有効に活用
し、墓地の増設を行います。

　新たな浸水想定区域等に対応した水害ハザードマップへの改訂及び新たに指定された土砂災
害警戒区域等を加えた土砂災害ハザードマップへの改訂を実施します。

　「郡山市エネルギービジョン」に掲げている再生可能エネルギーの導入促進を図るため、住
宅用太陽光発電等の設置費助成に加え、新たに家庭用燃料電池（エネファーム）の設置費助成
を始めます。

～水害ハザードマップ改訂事業★～　～土砂災害ハザードマップ改訂事業★～

拡

（墓所区画内の空地等の例）

【一般墓所応募状況の推移】

年度 募集区画数 応募数 倍率

平成24年度 103区画 51人 0.5倍

平成25年度 74区画 61人 0.8倍

平成26年度 79区画 150人 1.9倍

平成27年度 77区画 146人 1.9倍

平成28年度 69区画 164人 2.4倍

拡

エネファームとは？

エネファームは、都市ガ
スやLPガスから取り出した水
素から電気と熱を創り出し、
エネルギーの有効活用が可能
な省エネシステムです。

対象設備 補助額 件数

住宅用太陽光発電システム
（平成18年度～）

１kW当たり１万５千円上限６
万円（４kW分） 300件

家庭用定置型リチウムイオン蓄電池
（平成27年度～）

補助対象経費の25/100以内、
上限20万円 30件

地中熱利用ヒートポンプシステム
（平成28年度～）

補助対象経費の25/100以内、
上限30万円 ２件

家庭用エネルギー管理システム
（平成27年度～）

上限２万円 30件

家庭用燃料電池（エネファーム）
【新規】

上限５万円 60件

新

【水害ハザードマップ改訂】
〇予算内容 委託料
〇事業費 950万円
〇事業内容 基本検討委託
※ 想定し得る最大規模
の洪水浸水想定区域に
対する基本的事項（避
難場所・経路、早期の
立退き避難が必要な区
域等）の検討を行う。

【土砂災害ハザードマップ改訂】
〇予算内容 委託料 〇事業費 1,232万円
〇事業内容 土砂災害ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ（原案）作成委託料等
※ 平成26年８月豪雨により広島市北部で発生した土砂災害等を踏まえ、同年11月に土砂
災害防止法が改正されたことから、「土砂災害ハザードマップ」の改訂作業に着手する。

水害のイメージ
※想定し得る最大規模の洪水
（概ね1000年に１回の確率）

従来の浸水想定区域

新たな浸水想定区域

家屋倒壊等氾濫想定区域
河岸浸食 氾濫流

垂直避難
有効 垂直避難

危険

阿
武
隈
川

○予算内容 補助金等
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７億480万円

○予算内容　工事費、委託料、土地購入費、補償費等　　　

（都市計画課・区画整理課・道路建設課）

平成30年度内の開通に向けたスマートＩＣの整備促進 １億8,338万円

（道路建設課）

環状道路（笹川大善寺線、内環状線、東部幹線）の整備促進

　環状道路の整備により人流・物流の効率化、民間投資の誘発や観光交流、人口・雇用の増加
等、様々な効果が発揮され、本市の持続的な発展に貢献します。

～（仮称）郡山中央スマートインターチェンジ設置事業★～ 財源区分：補助　国　5.5/10　市債90％

　新さくら通りに接続し、市街地へのアクセスの向上、災害時における物資輸送・人的支援活
動の円滑化に資する（仮称）郡山中央スマートインターチェンジの供用開始に向け、整備を進
めます。

～環状線等街路整備事業★の一部～
～土地区画整理事業★＜伊賀河原・徳定特別会計＞の一部～
～幹線道路新設改良舗装事業★の一部～

（２億7,520万円） 財源区分：補助 国 5.5/10 市債 90％
（３億2,040万円） 財源区分：補助 国 5.5/10 市債 90％
（１億920万円） 財源区分：補助 国 5.5/10 市債 90％

【笹川大善寺線事業概要】
○総延長 Ｌ＝2,360ｍ Ｗ＝25ｍ
○事業内容
橋面工附帯工、道路改良舗装等
○開通予定：平成31年３月
○期待される整備効果
国道49号の渋滞解消や郡山南ＩＣへの
アクセス向上等

【内環状線事業概要】
○事業延長 Ｌ＝1,160ｍ Ｗ＝27ｍ
○事業内容
用地費10筆 等（進捗率58.0％）
○開通予定：平成31年３月
（市道横塚五丁目一丁目線（四中通り）まで)

○期待される整備効果
環状道路網の形成によるアクセス向上や
渋滞の解消等

【東部幹線事業概要】
○事業延長 Ｌ＝948ｍ Ｗ＝25ｍ～27ｍ
○事業内容
ＪＲ委託（仮設工事設計）、建物補償
○期待される整備効果
郡山インター線等都市計画道路の整備推
進による、快適で調和の取れた市街地の
形成

○予算内容 工事費、土地購入費、補償費等
○事業内容 舗装・施設工事

ＮＥＸＣＯ負担金 等
（進捗率100％）

〇開通予定：平成30年度内
○期待される整備効果
市街地へのアクセス性の向上、広域移動の円滑
化、災害時における車両の円滑な移動の確保等

（（仮称）郡山中央スマートインターチェンジ完成予想図）
※新さくら通り
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登下校時の安全・安心を確保　 １億8,500万円
～通学路安全対策事業★～ 財源区分：補助　国　5.5/10　市債90％

○予算内容　 工事費、委託料

○事業概要　 路肩拡幅等　６校６箇所　　　　

○事業概要　 交差点ｶﾗｰ舗装、ｸﾞﾘｰﾝﾍﾞﾙﾄ等 39校52箇所

（主な工事）・守山中学校踏切歩道設置工事

（主な工事）・安積一小・中防護柵設置工事（新栄橋）

（主な工事）・生活道路安全対策工事（桃見台、神明町付近）

（道路建設課・道路維持課）

公園の適正な維持管理の推進 1,940万円
～公園改修事業★　公園維持管理事業の一部～ 財源区分：補助　国　1/2

○予算内容　工事費、委託料

（公園緑地課）

　公園の快適な利用環境の提供に向けた維持管理を行うとともに、公園施設の老朽化に対する
安全対策の強化、将来における遊戯施設の計画的な改築・更新に係るコスト縮減や平準化を図
るため、公園施設長寿命化計画を策定します。

　登下校中の児童を巻き込む悲惨な交通事故を未然に防ぐため、カラー舗装等の対策工事等に
より通学路における安全対策の継続的な強化を図ります。

【麓山公園改修工事】
「麓山の滝」がある麓山公園を子どもから
お年寄りまで、快適に利用できるよう、景
観に配慮した園路の改修を行います。
○園路改修（透水性舗装）
Ｌ=80ｍ Ａ=400㎡ (全体延長Ｌ=320ｍ)
○工事期間 平成30年度～

（園路の状況）

（麓山公園平面図）分かりやすいもの園路改修箇所

【公園施設長寿命化計画調査業務委託】
都市公園における公園施設について、予防

保全的管理による安全性の確保、ライフサイ
クルコスト縮減の観点から公園施設長寿命化
計画を策定します。
〇事業費 1,000万円
○事業概要 長寿命化計画の策定

対象公園：33公園（遊具284基）

（傷んだ遊具の状況）

（守山中学校踏切歩道設置イメージ）

※ＥＴＣ2.0車載器から得た交通ビッグデー

タ（事故発生箇所、急ブレーキ、車両速

度）の解析をもとに対策工事を実施する

とともに整備効果の検証を実施。

3.0m 1.0m

新設

-27-



空家等対策の効果的な推進 267万円
～空家等対策事業★～ 財源区分：補助　国1/2

○予算内容　補助金

（住宅課）

住宅・建築物耐震化の推進 ３億5,378万円
～住宅・建築物耐震化事業★～ 財源区分：補助　国・県

○予算内容　委託料、補助金

（開発建築指導課）

郡山駅前広場の利便性向上 4,260万円
財源区分：単独

○予算内容　工事費

（道路維持課）

　耐震基準に適合しない木造住宅や大規模建築物等について、耐震化に要する費用（耐震診
断、補強設計、耐震改修工事）の一部を補助し、安全安心なまちづくりの推進を図ります。

　空家所有者に対する助言や指導を実施するとともに空家等対策の推進のため、除却の支援と
活用の支援の両面にわたる補助制度を設けます。

　郡山駅西口・東口広場における老朽化した設備の更新や補修工事、東西自由通路の手すり設
置工事等により利便性の向上を図ります。

～駅前広場施設整備事業・駅前広場維持管理事業の一部・交通安全施設整備事業★の一部～

＜主な事業＞

事業 事業対象 Ｈ30実施内容 補助額

・耐震補強設計　1棟
　（アミューズパーク郡山）

432万円

・耐震改修工事　1棟
　（アティ郡山）

３億1,077万円

避難路沿道
建築物耐震
化促進事業

　緊急輸送路（国道49号）に接す
る旧耐震基準で設計された建築物
で、大地震時の倒壊により緊急輸
送路の過半を塞ぐおそれのある高
さがある建築物

耐震診断　７棟
耐震補強設計　３棟

3,006万円

建築物耐震
化促進事業

　旧耐震基準で設計された不特定
多数の者が利用する大規模建築物
（病院、店舗、旅館等で階数３以
上かつ床面積5,000㎡以上）

（郡山駅東口広場駐車場） （郡山駅西口エスカレーター） （郡山駅東西自由通路）

（空家の活用） （空家の除却）

※国交省資料より

※空家等対策支援（除却・活用補助）概要

除却支援 活用支援

予算額 100万円 100万円

対象の
空家

【老朽空家の除却のために行う解
体工事】
・個人が所有する過半が居住の用
の住宅で不良度が一定基準以上の
もの

【地域活性化に資する交流施設等
の用途のために行う改修工事】
・個人が所有する過半が居住の用
の住宅で、改修後、地域活性化の
用途に10年以上使用するもの

対象者 ・所有者、相続人 ・所有者、相続人、賃借人

対象
経費

・解体工事費の1/2
（上限50万円）

・改修工事費の2/3
（上限100万円）

事業名 事業費 内　　容

郡山駅東口広場駐車場設備改修工事 1,570万円 老朽化した駐車場設備の更新

郡山駅西口駅前広場エスカレーター改修工事 1,100万円 手すり駆動装置更新

郡山駅東西自由通路安全施設設置工事 1,590万円 手すり工　Ｌ＝332.2ｍ
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「ゲリラ豪雨対策９年プラン」雨水貯留施設等の整備推進 22億1,000万円

○予算内容　工事費、委託料、補償費等

○事業内容　雨水貯留施設等整備：雨水貯留施設(麓山、赤木、図景)　他 

（上下水道局下水道整備課）

水道未給水地区（西田町高野・三町目上地区）の解消 ４億6,682万円
～未給水地区解消事業★＜水道事業会計＞～ 財源区分：企業債 80％

○予算内容　工事費、委託料

（上下水道局水道施設課）

ＩоＴを活用した下水道施設の管理体制の強化 2,110万円
～公共下水道等建設事業の一部＜下水道事業会計＞～ 　　　　財源区分：企業債100％

○予算内容　工事費

（上下水道局下水道保全課）

　2022年度(平成34年度）までを計画期間として事業を推進している「ゲリラ豪雨対策９年プ
ラン」。平成29年度に着手した麓山調整池の整備を継続し、赤木貯留管・図景貯留管の整備に
も着手するなど、いわゆるゲリラ豪雨時における浸水被害の軽減対策を推進します。

　下水道管内への水位計設置及び排水樋管へのウェブカメラ設置により、豪雨時の状況を的確
に把握し、更なる浸水被害の軽減を図るとともに、マンホールポンプへの遠隔監視システムを
導入し、故障や事故等を未然に防止するなど、下水道施設の管理体制を強化します。

　計画給水区域内で水道水が給水されていない地区（未給水地区）の公衆衛生の向上と生活環
境の改善を図ります。

～雨水貯留施設等整備事業★＜下水道事業会計＞～ 財源区分：補助　国1/2　県0.1/10　企業債100％

【未給水地区解消事業概要】
・事業計画期間 2014年度～2021年度
・総事業費 約28億９千万円
・施設の概要 配水場 １箇所

ポンプ場 １箇所
・送・配水管布設延長 Ｌ＝約32㎞
・計画給水戸数 296戸
・進捗率 50.2％（平成30年度事業費ベース）
・給水開始箇所 土棚地内、高柴地内ほか

【平成30年度事業概要】
・配水場築造工事（機械器具等設置）
・配水管布設工事 Ｌ＝11,235ｍ

拡

（雨水貯留管完成時イメージ）

【マンホールポンプ遠隔監視システム設置工事】
（公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設）

・事業費 790万円
・設置箇所 西田、湖南、熱海等 10箇所

【下水道ｾﾝｼﾝｸﾞｼｽﾃﾑ水位計設置工事】（公共下水道）
・事業費 610万円
・設置箇所 大町・堂前地区 ２箇所

【排水樋管等ウェブカメラ設置工事】（公共下水道）
・事業費 710万円
・設置箇所 ４号幹線樋管（逢瀬川）

五百淵ポンプ場（南川）

ウェブカメラ

下水道センシングシステム

マンホール

裏側

水位センサー

（図景貯留管イメージ）
整備箇所 2018事業費 2017 2018 2019 2020

麓山調整池 230,000

赤木･図景貯留管 682,000

３号幹線放流管
（向河原地内ほか）

860,000

133号雨水幹線等
（字大河原地内ほか）

438,000

事業費計 2,210,000

箇所別事業費及びスケジュール （単位：千円）

継続費

継続費

継続費

（配水場）

（ポンプ場）
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除去土壌等の搬出の推進 119億4,204万円
　　　　　　 財源区分：補助　県　10/10

(原子力災害総合対策課）

　　　　【ソリューション（解決法）】
○除染により生じた土壌等の中間貯蔵施設への輸送
○県や近隣市町村とも連携し復興・創生に取り組む
○地域の強みを生かした復興・創生の取り組み　等

～下記一覧表のとおり～

　　　　　　　【課　題】
○東日本大震災からの復興及び原子力
　災害からの生活環境回復
○農畜産物等や観光業等への風評払しょく
　等

　除染は、平成29年12月に全て完了しました。学校の除去土壌等については、平成30年度内に
全て搬出し、一般住宅等の除去土壌等については、搬出区域の拡大を図り、搬出作業を加速化
することにより、市民が安心して暮らせる生活環境の回復に努めます。

○事業内容等　

復興・創生の更なる推進

(６)横断的な取り組み 予算額
事業の財源 補助率等

全12事業 147億5,931万円

除去土壌等

住宅等

仮囲い

4tダンプ等

4tダンプ等

10tダンプ等

10tダンプ等

土のう等から
フレキシブル
コンテナに
詰め込み

地区内の公園等 積込場

小中学校

除去土壌等 フレキシブル
コンテナ

フレキシブル
コンテナ

中間貯蔵施設へ

集積イメージ

詰め替えの様子 積み込みの様子掘り起しの様子

事業費(万円)

除去土壌等搬出事業★ 1,172,637

除去土壌等仮置場整備事業
★

12,004

搬出

小・中学校や住宅等から、市内９箇所に整備した積込場へ
の搬出業務や新たな積込場の整備（委託料、工事費）

日和田町高倉、西田町板橋をはじめ９箇所の仮置場の維持
管理（委託料、工事費等）

事 業 名 事 業 内 容 等
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財源区分：補助 国 10/10

(農地課）

道路除染の対象とならなかった側溝の堆積物を除去 ２億8,156万円
～未除染道路等側溝堆積物撤去・処理事業★～ 財源区分：補助　国 1/2

〇　予算内容　委託料

（道路除染推進課）

　除染の対象にならない道路等側溝堆積物を撤去し、蓄積した側溝堆積物を要因とする実害の
解消を図るとともに、側溝清掃活動再開のための環境整備を図ります。

19億138万円

○市街地にあるため池
　　５箇所【善宝池、宝沢沼、五百淵、上の池(上)(下)】の池底土壌等の除去（しゅん渫）を
　実施します。
○市街地以外にあるため池
  　福島県が実施した簡易モニタリング調査の結果に基づき、池底土壌に含まれる放射性物質
  濃度が8,000Bq/Kgを超えた69箇所について、放射性物質の濃度分布調査や対策工法の検討等
　の詳細調査を実施します。
○予算内容　委託費　工事費等

～ため池放射性物質対策事業★～

拡

※ 市街地の住宅地に隣接する農業用ため池は、
図のような工法で、汚染された池底土壌を

除去しています。

4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

市街地ため池　14箇所

市街地以外ため池　69箇所

2017(H29)年度
2018(H30)年度

2019(H31)年度

対策工

対策工 5箇所

詳細調査 69箇所

対策工 5箇所

実施設計 4箇所

酒蓋池、荒池、芳賀池、土布池1号・2号

宝沢沼、五百淵、上の池(上)(下)

善宝池、宝沢沼、五百淵、上の池(上)(下)

対策工（県営）2箇所

大久保池、万海池

（郡山市 42箇所、東部土地改良区 27箇所）

実施設計 69箇所(最大)

詳細調査
（分布状況等）

実施設計
対策工

（土壌除去）
 郡山市
 42箇所
 東部土地改良区
 27箇所

＜業務内容×実施年度＞

⑤ H30 ⑥ H30-H31 ⑦ H31-H32

※ 詳細調査の結果、基準値8,000Bq/Kg以下のため池は、経過観察
　 とし、実施設計及び対策工は実施しない。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

詳細調査
（分布状況等）

実施設計
対策工

（土壌除去）
酒蓋池
荒池
芳賀池
土布池1号
土布池2号
大久保池
万海池
善宝池
宝沢沼
五百淵
上の池(上)
上の池(下)
新池
一所沢池

 ＜業務内容×実施年度＞

H27-H28
（14箇所）

① H28-H29（5箇所）

H27-H28
（3箇所）

 ③ H29-H30
（2箇所/県営）

 ④ H30-H31
   （5箇所）

② H29
（4箇所）

経過観察（2箇所）

※ 新池、一所沢池は、詳細調査の結果、基準値8,000Bq/Kg以下のため
池は、経過観察とする。

事業概要

　未除染道路等の側溝堆積物の撤去及び
仮置きした後、放射能濃度が8,000Bq/kg
以下のものを、最終処分場（河内埋立処
分場）に搬入及び処理する。

事業概要
2017年度～2019年度

（平成29年度）～（平成31年度）

H30年度
実施内容

　側溝堆積物撤去業務委託
　市道側溝等Ｌ＝102,515ｍ、
　土砂量Ｖ＝2,306㎥
　実施場所：西田町、田村町ほか

除染の対象とならなかった「ため池」の放射性物質対策を引続き実施
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農商工学等が連携した様々な復興・創生の取り組み

（農林部、産業観光部）

　各部局が連携し、風評払しょくに取り組むとともに、本市産品である米や鯉などの高付加価
値化を図り、復興の先を見据えた地方創生を推進します。

みんなのコラボ

が郡山の未来に

つながります‼

拡

〜郡山産農産物等販売促進事業★（再掲）、郡山地域６次化推進事業★（再掲）等〜

【こおりやま産業博の様子】
２．本市の産品のブランド

化と消費拡大を推進

３．民間とも連携した復
興創生の取り組み

４．農商工が連携した販売
促進事業 ５．ＩＣＴを活用した物産・観光

の生産向上やＰＲの取り組み

【鯉を使った学校給食】

【首都圏でのＰＲの様子】

【ビックデータを活用した物産や観

光のプランの作成】

【ウェブ、ＳＮＳを活用したＰＲ】

【あさか舞のブランド化】

【ヤフー本社では社

食に鯉料理が提供】

１．農・商・学等が連携
した様々なイベント

【農業分野活用も期待もされるドローン】 【広がる鯉食多くのお店が鯉

食キャンペーンに参加】
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日本遺産「未来を拓いた『一本の水路』」の魅力を発信

 日本遺産に認定された猪苗代湖・安積疏水・安積開拓を結ぶストーリー「未来を拓いた『一
本の水路』」に関連する事業を展開するとともに、本市の魅力ある観光資源を国内外に発信し
ます。

　

新 着

【展示内容】
○日本遺産「一本の水路」のストーリーや構成文
化財を写真とパネルで展示
【体験内容】
○日本遺産「一本の水路」をVR（ヴァーチャルリ
アリティ）で体験できるコーナーを設置
○観光PR動画等を大型モニターで放映

観光PV放映

日本遺産VR体験

拡

猪苗代湖麓山の飛瀑

【公園維持管理事業】（公園緑地課長）

・快適な利用環境の提供に向けた麓山公園（園路）改修

新 着

【展示内容】
○日本遺産「一本の水路」のストーリーや構成文化
財を写真とパネルで展示

【体験内容】
○日本遺産「一本の水路」をVR（ヴァーチャル
リアリティ）で体験できるコーナーを設置
○観光PR動画等を大型モニターで放映

観光PV放映

写真・パネル展示

日本遺産VR体験

〈日本遺産プロモーション事業〉（国際政策課）

・各種コンテンツの多言語化をはじめ

インバウンド向けの事業

・日本遺産ストーリーの出前講座や写真展

・インスタグラムなどICTを活用した魅力発信

十六橋水門

郡山市熱海多目的交流施設（ほっとあたみ）「磐梯熱海観光物産館」内に、日本遺産・

磐梯熱海展示体験コーナーを設置します。

日本遺産・磐梯熱海展示体験コーナーを設置

（観光課）

〈安積開拓再発見事業〉（文化振興課）

・本市歴史に係る情報収集

・安積開拓、安積疏水事業

にふれるバスツアー

未来を拓いた「一本の水路」

【関連事業 再掲】 ～～～麓山公園改修工事 （公園緑地課）～～～

「麓山の滝」がある麓山公園を子どもからお年寄りまで、快適に利用できるよう、劣化の著しい園路の改修を行
います。

○園路改修（透水性舗装） Ｌ=80ｍ Ａ=400㎡ (全体延長Ｌ=320ｍ)
○工事期間 平成30年度～

「安積疏水全図」(明治15年)

出典：安積疏水土地改良区

猪苗代湖
安積疏水

麓山の飛瀑

開成館
十六橋水門

主な構成文化財
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「課題ーｿﾘｭｰｼｮﾝ」による施策の展開

（７）基盤となる取り組み

持続可能な市政運営に向け、「課題ーソリューション（solution：解決）」を明確にし、効果が見
込まれる施策を選択・集中することで、「課題解決先進都市」を目指します。

地域おこし協力隊制度の活用 533万円

地域の過疎化、若者の大都市への流出 医療費の高額化、薬剤数増加による有害事象の発生

薬剤処方適正化事業 639万円

債権管理適正化の推進 84万円

市債権に係る収入未済額の発生

商業施設への期日前投票所の設置 541万円

投票率の低下

医薬品の多剤投与、重複服薬者約1,500人に対し
情報を本人に提供し、適正な受診・処方を促すこと
で、医療費の抑制と健康被害の防止を図ります。

市が所有する債権について、統一的な基準や手
続きを定めるなど、適正な債権管理に向けた環境
の整備を行います。

様々な年代層が利用する商業施設に期日前投票所
を設置し、投票環境を整備することで、投票率の向
上を図ります。

東京圏など都市部の意欲ある若者を地域おこし協
力隊として採用・委嘱し、ＩＣＴをフル活用しなが
ら斬新な視点で地域振興活動を実施します。

協力隊（ｲﾒｰｼﾞ）

補助金等、使用料・手数料の見直し

補助事業、受益と負担の公平性の検証

補助金等、使用料・手数料について基本方針を策
定し、統一的な基準と定期的な検証・見直し体制を
整備することで、より公平かつ効果的な補助金制度
の構築と受益者負担の適正化を図ります。

○今後のスケジュール（案）

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

2018年度 2019年度

補助金等制度の見直し

使用料・手数料の見直し

見直し後制度適用

見直し後制度適用

337
342 347 351 355 359 363 367 371

320

340

360

380 一人当たり医療費の推計(千円)

・併用禁忌等の処方抑制によ
り、健康被害の防止を図る。

・優先度が高い対象者約1,500
人に対し５％の医療費削減を目
標とする。（約47,000千円）

医療費の抑制

健康被害の防止

自動音声電話催告ｼｽﾃﾑの導入 163万円

国保税滞納者の増加、収納率の低下

国保税の未納者に対し早期に納付を促すため、
合成音声による自動電話催告を実施することによ
り、収納の確保、新たな滞納者の抑制を図ります。

自動音声による
電話催告件数

１期あたり
約3,000件

年間９期
約27,000件

収納率0.2％向上を
目標とする。
（約1,300万円）

H24 H25 H26 H27 H28

収納率 0.8733 0.8761 0.8745 0.8715 0.8704

86.6%

86.8%

87.0%

87.2%

87.4%

87.6%

87.8%

88.0%

国保税現年度課税の収納率の推移

45.2 44.4 40.2 34.2 30.1 28.0 26.0
18.6

55.7 56.3
51.3

45.2
40.4

36.6 34.7
34.3

5.0 5.3

5.3

5.0
5.4

5.3
5.3

5.6

105.9 106.0
96.8

84.4
75.9

69.9
66.0

58.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0
単位：億円収入未済額の推移

その他
国保税
市税

現状

　収入未済額の縮減が進んでいない。

課題
・法的整理が困難
・専門知識、情報の不足
・非効率的な事務管理

取組
・条例等の制定
・相談体制、マニュアルの整備
・人材育成、ノウハウの共有

効果
・歳入の確保、市民負担の公平性維持
・コンプライアンスの推進
・事務の合理化と効率化

27

28

29

30

31

32

33

34

35

人口（万人）

年次（年）

系列1 系列2 系列3 系列4

出⽣率・社会移動率
を改善

2040年
30万⼈規模を維持本市の人口ピーク

2004年 339,248人

20402018

現住人口 国ワークシート

による推計人口

震災の影響を考

慮した推計人口
将来展望人口

53.2
51.37

12.73 43.19

5

25

45

65
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議
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事
選
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長
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選
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選
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市
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選
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選
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選
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選
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議
選
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選

参
議
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議
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選

市
長
選

衆
議
院
議
員
選

%
投票率と期日前投票制度の利用割合の推移

投票率 期日前利用割合

日和田ショッピングモール

フェスタに設置

期日前投票制度の
利用割合が上昇！

全31事業 17億9,187万円
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「郡山連携中枢都市圏の形成」で課題解決 191万円

▼ 構成：４市７町４村（中心市：郡山市）
▼ 人口：約59万人（福島県の約３割）
▼ 面積：約2,968ｋ㎡（福島県の約２割）

郡山連携中枢都市圏（通称:こおりやま広域圏）

One for all, All for one!
～１自治体は圏域全体のため、
圏域全体は１自治体のために ～

将来展望の実現

圏域人口の維持

活力ある地域経済

４市７町４村による
59万都市圏の形成へ

研修等ﾈｯﾄﾜｰｸ構築

研修・講演会・セミナー共同開催 等多言語観光ウェブサイト構築 等

広域ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ推進事業 移住・定住促進事業

移住・定住情報紙の作成 等

ｽﾓｰﾙｽﾀｰﾄ支援事業

都市圏形成へ向けた先行モデル事業の実施

New！

少子高齢・人口減少社会の進展が自治体共通の課題となる今日、地域を活性化し経済を持続可能なものとする
ため、郡山市及び関係14市町村で連携中枢都市圏の本格的な形成に向けた取り組みを推進します。

「ＩＣＴ」力で課題解決

様々な社会的課題やワークライフバランスの推進等に対応するため、市では引き続き多様な分野に
おいてＩＣＴを効果的に活用しながら、生産性・効率性の向上に努めます。

住民発案の地域課題解決支援 等

ＡＩ等利活用推進事業 559万円

AI等の新たなICTを活用した施策の導入を推進すると
ともに、ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸ等の取り組みにより、行政事務の簡
素効率化に努め、更なる市民ｻｰﾋﾞｽの向上を図ります。

保育業務支援システム導入事業 839万円

公立保育所において、ＩＣＴの活用により保育士

の業務効率化を図るため、保育業務支援システムを

導入します。

実施内容

・保育の質の確保
（業務効率化により、本来の保育業務に専念）

・勤務環境の改善による保育士確保の促進

期待される効果

１ 保育計画の電子化

保育指針に沿った指導計画書（年間、月間、週間）の

電子化と各計画の連動
２ 児童情報のデータ化

家族の連絡先、身体測定結果、既往歴、生活記録等の
データ管理

３ タブレットによる児童の出欠管理
出席児童数の自動集計、延長保育料の自動計算

担当保育士の業務軽減
１ 重複する書類の整理（書類作成時間の短縮）

２ 児童情報の一元化（児童情報検索時間の短縮）
３ 登降園時間の明確化（延長保育料作成時間の短縮）

戸籍窓口支援タブレットの導入 24万円

戸籍窓口において受付項目のチェック等をタブレッ
トを用いて検索・表示することで、説明の効率化など
による市民の待ち時間短縮等を目指します。

審査の必要ポイント

法令・判例検索

入力

★サービス向上
（時間短縮）
★事務効率化
★知識の平準化

戸籍発行

ＡＩを活用した行政サービ
スの検証

モバイルワークの実証実験
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予算の規模

○会計別当初予算

1,540,402

94,777,896

4.9

合計 222,677,896 230,425,250 △ 7,747,354 △ 3.4

国民健康保険など
29特別会計

61,947,707 68,127,761 △ 6,180,054 △ 9.1

水道事業会計など
４公営企業会計

32,830,189 31,289,787

99,417,548 △ 4,639,652 △ 4.7

(単位:千円､％)

会計名 30年度当初 29年度当初
対前年度比
増減額 増減率

△ 3,107,702 △ 2.4一般会計 127,900,000 131,007,702

特別会計

平成30年度一般会計当初予算は、1,279億円で、前年度当初予算と比較すると、2.4％の
減となります。特別会計の総予算は、947億7,789万6千円で、前年度当初予算と比較する
と、4.7％の減となります。
一般・特別両会計の予算総額は、2,226億7,789万6千円で、前年度当初予算と比較する
と、3.4％の減となります。

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

企業会計 29,018 27,744 30,794 29,930 30,451 31,290 32,830

特別会計 56,350 59,745 62,654 69,768 69,662 68,127 61,948

一般会計 141,500 160,230 179,830 142,320 134,690 131,008 127,900

(単位：百万円)

273,278
247,719

226,868

242,018

（８）平成30年度当初予算詳細

※参考 除染に要する経費を除く一般・特別会計額

一般・特別会計合計
(除染に要する経費を除く) 210,789,265 213,804,353 △ 3,015,088 △ 1.4

除染に要する経費 11,888,631 16,620,897 △ 4,732,266

(単位:千円､％)

△ 28.5

234,803

230,425

○会計別当初予算額の推移

※平成25・29年度の当初予算は骨格予算であったため、６月補正後の数値を使用しています。

222,678
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会計別当初予算

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険

公共用地先行取得事業

荒井北井土地区画整理事業

中谷地土地区画整理事業

富田第二土地区画整理事業

伊賀河原土地区画整理事業

徳定土地区画整理事業

大町土地区画整理事業

駐車場事業

郡山駅西口市街地再開発事業

総合地方卸売市場

工業団地開発事業

熱海温泉事業

母子父子寡婦福祉資金貸付金

湖南簡易水道事業

中田簡易水道事業

熱海中山簡易水道事業

多田野財産区

河内財産区

片平財産区

月形財産区

舟津財産区

舘財産区

浜路財産区

横沢財産区

中野財産区

後田財産区

水道事業

工業用水道事業

下水道事業

農業集落排水事業

合計 222,677,896 230,425,250 △ 7,747,354 △ 3.4

19,187,905 17,864,063 1,323,842 7.4

1,090,452 1,081,863 8,589 0.8

12,463,420 12,254,353 209,067 1.7

88,412 89,508 △ 1,096 △ 1.2

11,942 15,708 △ 3,766 △ 24.0

2,809 2,888 △ 79 △ 2.7

851 814 37 4.5

14,274 13,889 385 2.8

22,148 21,729 419 1.9

23,580 22,882 698 3.1

16,089 1,212 14,877 1227.5

573 640 △ 67 △ 10.5

12,074 59,812 △ 47,738 △ 79.8

7,506 7,737 △ 231 △ 3.0

9,816 5,757 4,059 70.5

13,403 16,844 △ 3,441 △ 20.4

30,684 37,772 △ 7,088 △ 18.8

230,196 210,738 19,458 9.2

762,801 1,006,955 △ 244,154 △ 24.2

124,892 124,353 539 0.4

143,106 151,701 △ 8,595 △ 5.7

1,069,031 1,085,951 △ 16,920 △ 1.6

231,870 131,380 100,490 76.5

192,459 228,990 △ 36,531 △ 16.0

480,069 339,694 140,375 41.3

614,023 909,142 △ 295,119 △ 32.5

110,125 226,808 △ 116,683 △ 51.4

△ 18.2

3,186,291 3,091,163 95,128 3.1

24,130,841 23,079,671 1,051,170 4.6

△ 2.4

特別会計 94,777,896 99,417,548 △ 4,639,652 △ 4.7

470 535 △ 65 △ 12.1

(単位：千円、％）

会計名 30年度当初 29年度当初
対前年度比

増減額 増減率

30,010,047 36,697,262 △ 6,687,215

490,094 629,648 △ 139,554 △ 22.2

5,643 6,086 △ 443 △ 7.3

一般会計 127,900,000 131,007,702 △ 3,107,702
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※     は自主財源
※Ｈ29年度の当初予算は骨格予算であったため、６月補正後の数値を使用しています。

歳 入

【参考】
除染経費を除外すると
自主財源比率 56.5％
依存財源比率 43.5％

増減額 増減率

1 市 税 49,396,749 46,683,539 2,713,210 5.8

2 地 方 譲 与 税 1,150,249 1,107,018 43,231 3.9

3 利 子 割 交 付 金 58,754 36,959 21,795 59.0

4 配 当 割 交 付 金 121,420 150,619 △ 29,199 △ 19.4

5 株式等譲渡所得割交付金 74,490 110,907 △ 36,417 △ 32.8

6 地 方 消 費 税 交 付 金 6,316,024 5,889,590 426,434 7.2

7 ゴ ル フ 場 利 用 税交 付金 19,131 21,401 △ 2,270 △ 10.6

8 特 別 地 方 消 費 税交 付金 1 1 0 0.0

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 233,487 187,023 46,464 24.8

10 国有提供施設所在交付金 2,717 2,717 0 0.0

11 地 方 特 例 交 付 金 188,994 166,013 22,981 13.8

12 地 方 交 付 税 9,100,000 11,180,000 △ 2,080,000 △ 18.6

13 交通安全対策特別交付金 65,197 72,598 △ 7,401 △ 10.2

14 分 担 金 及 び 負 担 金 656,440 568,432 88,008 15.5

15 使 用 料 及 び 手 数 料 2,689,653 2,682,380 7,273 0.3

16 国 庫 支 出 金 18,794,233 16,435,027 2,359,206 14.4

17 県 支 出 金 19,694,039 23,517,485 △ 3,823,446 △ 16.3

18 財 産 収 入 142,241 126,126 16,115 12.8

19 寄 附 金 22,106 23,821 △ 1,715 △ 7.2

20 繰 入 金 8,065,712 7,491,405 574,307 7.7

21 繰 越 金 1,200,000 1,200,000 0 0.0

22 諸 収 入 3,408,363 3,563,641 △ 155,278 △ 4.4

23 市 債 6,500,000 9,791,000 △ 3,291,000 △ 33.6

127,900,000 131,007,702 △ 3,107,702 △ 2.4合    計

（単位：千円、％）

款 名    称 30年度当初 29年度当初
対前年度比較

自主財源

51.3%

依存財源

48.7%

Ｈ30
総額
1,279
億円

Ｈ30 Ｈ29

一
般
財
源

特
定
財
源

770億
9,317万円

775億
6,357万円

508億
683万円

534億
4,413万円

市税
493億9,675万円
38.6％

繰入金
80億6,571万円
6.3％

諸収入
34億836万円
2.7％

繰越金
12億円 0.9％

その他
35億1,044万円 2.8％

県支出金
196億9,404万円
15.4％

国庫支出金
187億9,423万円
14.7％

市債
65億円
5.1％

地方交付税
91億円
7.1％

地方譲与税
及び各交付金
82億3,047万円 6.4％

一般会計歳入予算のうち、自主財源（市町村税等自主的に収入する財源）につ
いて、平成30年度の市税は、震災後継続してきた原子力災害損耗残価率(70％)の
解除によって固定資産税（家屋）の割合が拡大し増加を見込んでおり、各種基金
や公有資産の有効活用と併せ、行政需要に対応します。
依存財源（地方交付税等、国又は都道府県から交付される収入）は、市税の増
加に伴う地方交付税の減額や、施設型・地域型保育給付事業等の増による国庫支
出金の増額のほか、除染事業等が完了したことによる県支出金の減額などを見込
んでいます。

一般財源と特定財源

一般会計
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・一般廃棄物処理事業債（11億9,480万円の減）
・ 義務教育学校教育施設等整備事業債（６億2,960万円の減）
・ 臨時財政対策債（４億1,000万円の減）

493億9,675万円（前年度比 27億1,321万円、5.8％の増）

80億6,571万円 （前年度比 5億7,431万円、7.7％の増）

91億円（前年度比 △20億8,000万円、18.6％の減）

196億9,404万円 （前年度比 △38億2,345万円、16.3％の減）

187億9,423万円 （前年度比 23億5,921万円、14.4％の増）

65億円 （前年度比 △32億9,100万円、33.6％の減）

地方交付税

 市税については、主に固定資産税（家屋）について原子力災害損耗残価率（70％）の
解除により増収を見込んでいます。

 財政調整基金繰入金（40億2,000万円）、減債基金繰入金（10億2,500万円）などを見
込んでいます。

 富久山クリーンセンター、河内クリーンセンター、衛生処理センターの長寿命化工事
や義務教育学校教育施設等整備事業の完了により、減額を見込んでいます。なお、起債
の活用に当たっては、地方交付税措置のある有利な市債の活用を基本としています。

県支出金

市債

 施設型・地域型保育給付事業、障害者自立支援給付事業等の扶助費の増加に伴う増額
によるものです。

 除染事業の減等によるものです。

市税

繰入金

国庫支出金

 普通交付税は、固定資産税（家屋）の原子力災害損耗残価率の解除、税制改正による
地方消費税交付金の増額による減、「トップランナー方式」の更なる段階的な反映、過
去の起債償還完了による減要因に高齢者保健福祉費の単位費用の増による増要因等を考
慮し、約24億3,000万円の減額とし、また、特別交付税については、通常分については、
地方財政計画の減額に前年度決算見込額を考慮し算定するとともに、震災復興に関する
特別交付税については、ため池放射性物質対策、側溝堆積物除去等による増額分を見込
み３億5,000万円の増としました。

◇ 自主財源 655億8,126万円 （前年度比 32億4,192万円 5.2％の増）

◇ 依存財源 623億1,874万円 (前年度比 △63億4,962万円 9.2％の減)
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※平成29年度の当初予算は骨格予算であったため、６月補正後の数値を使用しています。

諸支出金
0.0万円
0.0％

目的別

H30
総額
1279
億円

予算額 構成率 予算額 構成率 増減額 増減率

1 議 会 費 687,793 0.5 683,720 0.5 4,073 0.6

2 総 務 費 10,746,393 8.4 10,815,643 8.3 △ 69,250 △ 0.6

3 民 生 費 42,318,010 33.1 40,645,024 31.0 1,672,986 4.1

4 衛 生 費 21,053,429 16.5 28,197,083 21.5 △ 7,143,654 △ 25.3

5 労 働 費 154,578 0.1 186,794 0.2 △ 32,216 △ 17.2

6 農 林 水 産 業 費 9,898,793 7.7 3,785,664 2.9 6,113,129 161.5

7 商 工 費 3,951,571 3.1 4,462,963 3.4 △ 511,392 △ 11.5

8 土 木 費 14,682,617 11.5 15,667,340 12.0 △ 984,723 △ 6.3

9 消 防 費 4,148,005 3.3 4,480,111 3.4 △ 332,106 △ 7.4

10 教 育 費 10,363,461 8.1 11,967,006 9.1 △ 1,603,545 △ 13.4

11 災 害 復 旧 費 26,817 0.0 26,804 0.0 13 0.0

12 公 債 費 9,568,532 7.5 9,800,119 7.5 △ 231,587 △ 2.4

13 諸 支 出 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

14 予 備 費 300,000 0.2 289,430 0.2 10,570 3.7

127,900,000 100.0 131,007,702 100.0 △ 3,107,702 △ 2.4合   計

（単位：千円、％）

款 名 称
対前年度比較30年度当初 29年度当初

商工費
39億5,157万円
3.1％

総務費
107億4,639万円 8.4％

農林水産業費
98億9,879万円
7.7％

労働費
１億5,458万円
0.1％

衛生費
210億5,343万円
16.5％

議会費
6億8,779万円 0.5％

民生費
423億1,801万円
33.1％

消防費
41億4,801万円
3.3％

教育費
103億6,346万円 8.1％

土木費
146億8,262万円
11.5％

災害復旧費
2,682万円 0.0％

公債費
95億6,853万円 7.5％

予備費
3億円
0.2％

歳 出

一般会計歳出予算は、前年度と比較し2.4％の減となっていますが、これ
は主に除染に要する経費やクリーンセンター長寿命化、西田学園義務教育学
校の建設工事等完了による減額です。
計上した内容としては、民生費においては、保育料等の無料化・軽減事業、
認可保育所等整備補助等の子育て支援や、農林水産業費においてはため池放
射性物質対策や総合農地開発促進事業、土木費においては、環状線の整備等
のインフラ・交通体系の整備など、課題解決に向けた施策を展開する予算と
なっています。

一般会計
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 中小企業融資制度原資預託金等の実績等に基づく見直しによる減額に加え、西部第一工
業団地の進捗等により減少しました。

 防災情報発信事業費の減等により減少しました。

総務費

民生費

衛生費

労働費

商工費

107億4,639万円 （前年度比 △6,925万円 0.6％の減）

423億1,801万円 （前年度比 16億7,299万円、4.1％の増）

210億5,343万円 （前年度比 △71億4,365万円、25.3％の減）

１億5,458万円 （前年度比 △3,222万円、17.2％の減）

98億9,879万円 （前年度比 61億1,313万円、161.5％の増）

 ため池放射性物質対策事費の増加、国営郡山東部地区総合農地開発負担金の繰上償還等
により増加しました。

 熱海多目的交流施設建設事業の継続費年割額減等により減少しました。

 施設型・地域型保育給付費、認可保育所等整備補助事業等により増加しました。

 除去土壌搬出事業の事業費の減と富久山クリーンセンター、河内クリーンセンター、衛
生処理センターの長寿命化工事の終了等により減少しました。

 勤労者融資促進事業の減により減少しました。

土木費

農林水産業費

 西田学園義務教育学校や橘小学校屋内運動場等の建設工事、小中学校の屋内運動場耐震
改修工事の完了により、大きく減少しました。

39億5,157万円 （前年度比 △５億1,139万円、11.5％の減）

146億8,262万円 （前年度比 △９億8,472万円、6.3％の減）

 （仮称）郡山中央スマートインターチェンジ、笹川大善寺線の整備にかかる事業の進捗
等により減少しました。

消防費

教育費

公債費

 南拠点分（H13年度債）償還終了等により減少しました。

95億6,853万円 （前年度比 △２億3,159万円、2.4％の減）

41億4,801万円 （前年度比 △３億3,211万円、7.4％の減）

103億6,346万円 （前年度比 △16億355万円、13.4％の減）

目的別歳出の主な増減理由
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※平成29年度の当初予算は骨格予算であったため、６月補正後の数値を使用しています。

H30
総額
1,279
億円

予算額 構成率 予算額 構成率 増減額 増減率

52,996,937 41.4 52,260,915 39.9 736,022 1.4

人 件 費 16,165,903 12.6 16,021,603 12.2 144,300 0.9

扶 助 費 27,262,502 21.3 26,439,193 20.2 823,309 3.1

公 債 費 9,568,532 7.5 9,800,119 7.5 △ 231,587 △ 2.4

47,188,712 36.9 41,834,595 31.9 5,354,117 12.8

物 件 費 21,030,187 16.4 19,105,597 14.6 1,924,590 10.1

維 持 補 修 費 1,987,323 1.6 2,397,343 1.8 △ 410,020 △ 17.1

補 助 費 等 15,634,853 12.2 14,659,652 11.2 975,201 6.7

積 立 金 3,411,862 2.7 15,127 0.0 3,396,735 22,454.8

投 資 及 び 出 資 金 2,483,438 1.9 2,831,333 2.2 △ 347,895 △ 12.3

貸 付 金 2,641,049 2.1 2,825,543 2.1 △ 184,494 △ 6.5

18,743,526 14.7 27,500,033 21.0 △ 8,756,507 △ 31.9

普 建 補 助 事 業 3,764,011 3.0 7,371,625 5.6 △ 3,607,614 △ 48.9

普 建 単 独 事 業 3,106,289 2.4 4,040,380 3.1 △ 934,091 △ 23.1

災 害 復 旧 11,873,226 9.3 16,088,028 12.3 △ 4,214,802 △ 26.2

8,670,825 6.8 9,122,729 7.0 △ 451,904 △ 5.0

300,000 0.2 289,430 0.2 10,570 3.7

127,900,000 100.0 131,007,702 100.0 △ 3,107,702 △ 2.4

（単位：千円、％）

性  質
30年度当初 29年度当初 対前年度比較

義 務 的 経 費

一 般 的 経 費

投 資 的 経 費

繰 出 金

予 備 費

合 計

性質別 人件費
161億6,590万円 12.6％

扶助費
272億6,250万円
21.3％

公債費
95億6,853万円
7.5％

物件費
210億3,019万円
16.4％

維持補修費
19億8,732万円
1.6％

補助費等
156億3,485万円
12.2％

繰出金
86億7,083万円
6.8％

その他
85億3,635万円
6.7％

災害復旧費
118億7,323万円
9.3％

普通建設事業
68億7,030万円
5.4％

予備費
3億円
0.2％

義務的経費
529億9,693万円
41.4％

一般的経費
471億8,871万円
36.9％

投資的経費
187億4,353万円
14.7％
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基金の状況 平成30年度当初予算では、財政調整基金を約40億円、震災復興基金
を約８億円、その他特定目的基金（消防力整備他23基金）等を約５億
円活用します。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

24

年度末

25

年度末

26

年度末

27

年度末

28

年度末

29年度末

見込み

30年度末

見込み

特定目的基金 16,020 17,189 16,311 15,207 12,120 10,062 10,640

減債基金 1,924 1,924 1,025 1,025 1,025 1,025 1

財政調整基金 11,104 12,347 12,888 13,900 12,420 10,442 6,403

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

24

年度末

25

年度末

26

年度末

27

年度末

28

年度末

29年度末

見込み

30年度末

見込み

特別会計 122,488 117,892 111,992 106,184 101,436 95,563 90,408

一般会計 84,633 84,592 84,315 83,166 82,941 85,020 82,505

市債残高の推移

市債の状況 市債の年度末残高は、平成30年度末では前年度に比べ約76億7,000万
円減少する見込みです。
なお、起債については、地方交付税措置のある有利な市債の活用を基
本としています。

(単位：百万円)

(単位：百万円)基金の推移

将来を見据え、各将来構
想別に右表のとおり特定目
的基金を積立て、安定した
事業運営が図られるよう取
り組んでいます。
※果実運用型とは、基金の
運用益（預金利子等）を事
業財源に充てる基金です。

○特定目的基金の用途（平成30年度末見込額） （単位：百万円）

基金目的 果実運用型 取崩型 合計
Ⅰ.産業・仕事の未来 0 120 120
Ⅱ.交流・観光の未来 501 629 1,130
Ⅲ.学び育む子どもたちの未来 5 442 447
Ⅳ.誰もが地域で輝く未来 1,868 1,935 3,803
Ⅴ.暮らしやすいまちの未来 1,775 977 2,752
Ⅶ.横断的な取り組み 0 2,388 2,388

合計 4,149 6,491 10,640
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２　平成30年郡山市議会３月定例会提出議案

(1)　予算議案　34件

・
平成30年度郡山市一般会計予算など34会計予算（財政課）

(2)　条例議案　35件 ※施行期日に表記のないものは平成30年４月１日

・

・

・

・

・

・ 郡山市児童発達支援センター設置条例の一部を改正する条例（障がい福祉課）

・

・

・

第27号
～第60号

第61号

第62号

第63号

第64号

第69号

　帰還環境整備交付金を活用し、ため池の放射性物質対策を実施するため、郡山市
農業水利施設等保全再生事業基金を設置する。

第65号

第66号

郡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の
一部を改正する条例（障がい福祉課）

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉
サービス事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

第67号

第68号

郡山市事業者選定審議会条例（行政マネジメント課）

郡山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一
部を改正する条例（学校管理課）

　学校運営協議会委員等の報酬の額を定める。

郡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準
等を定める条例及び地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健
福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う
関係条例の整備に関する条例の一部を改正する条例（障がい福祉課）

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害
福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、所
要の改正を行う。

郡山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める
条例の一部を改正する条例（障がい福祉課）

郡山市農業水利施設等保全再生事業基金条例（農地課）

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害
者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を
行う。

郡山市手数料条例の一部を改正する条例（財政課）

　土壌汚染対策法、介護保険法及び建築基準法の一部改正に伴い、手数料を定める
とともに、所要の改正を行う。

　郡山市事業者選定審議会を設置し、その組織等に関し必要な事項を定めるととも
に、同審議会の委員等の報酬の額を定める。

郡山市国民健康保険事業財政調整基金条例（国民健康保険課）

　児童福祉法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の
一部改正に伴い、所要の改正を行う。

　持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法
律の施行に伴い、郡山市国民健康保険事業財政調整基金を設置するとともに、所要
の改正を行う。

（1）平成30年度当初議案
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・

・

・

・ 郡山市子ども条例（こども未来課）

・ 郡山市男女共同参画推進条例の一部を改正する条例（男女共同参画課）

・

・

・ 郡山市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例（国民健康保険課）

・ 郡山市介護保険条例の一部を改正する条例（介護保険課）

・

・

・

第74号

第76号 郡山市国民健康保険条例の一部を改正する条例（国民健康保険課）

　郡山市男女共同参画審議会の充実強化及び苦情処理体制の迅速化を図るため、所
要の改正を行う。

　高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行うととも
に、規定を整備する。

第78号

第72号

第73号

第80号

第81号

　平成30年度から平成32年度までの介護保険料率を定める。

郡山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準
等を定める条例の一部を改正する条例（介護保険課）

　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要
の改正を行う。

第70号

第71号

　特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正
を行うとともに、規定を整備する。

第77号

　軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行
う。

　児童の権利に関する条約の精神にのっとり、子どもを支援するための基本理念を
定め、市、保護者、市民等、学校等関係者及び事業者の責務を明らかにし、子ども
への支援に関する施策を総合的かつ継続的に推進するための基本的な事項を定め
る。

第75号

　持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法
律の施行に伴い、所要の改正を行う。

第79号

　指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴
い、所要の改正を行う。

郡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を
定める条例の一部を改正する条例（介護保険課）

郡山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める
条例の一部を改正する条例（介護保険課）

郡山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一
部を改正する条例（介護保険課）

郡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を
改正する条例（健康長寿課）

郡山市廃棄物の適正処理、再利用及び環境美化に関する条例の一部を改正
する条例（廃棄物対策課）

郡山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を
改正する条例（健康長寿課）

　養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行
う。

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び地方公共団体の手数料の標準に関する政
令の一部改正に伴い、二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定申
請手数料等を定めるとともに、所要の改正を行う。
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

郡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介
護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基
準等を定める条例の一部を改正する条例（介護保険課）

　指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所
要の改正を行う。

第86号

　指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に
伴い、所要の改正を行う。

第84号

郡山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定め
る条例の一部を改正する条例（介護保険課）

郡山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を
定める条例の一部を改正する条例（介護保険課）

　介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準の一部改正に伴
い、所要の改正を行うとともに、規定を整備する。

第88号

郡山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める
条例（介護保険課）

郡山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援
等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条
例の一部を改正する条例（介護保険課）

　指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護
予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行
う。

　指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ
ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、
所要の改正を行う。

郡山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び
に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援
の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例（介護保険課）

第85号

　介護保険法の一部改正に伴い、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関
する基準を定める。

第87号

第82号

第83号

第89号 郡山市郡山駅西口駅前広場条例の一部を改正する条例（道路維持課）

　占用面積の端数処理方法を改正するとともに、規定を整備する。

第90号 郡山市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例（道路維持課）

　指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密
着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の
一部改正に伴い、所要の改正を行う。

郡山市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定め
る条例の一部を改正する条例（介護保険課）

　市道に係る占用物件等の区分、占用料の額等を改定する。

　指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、
所要の改正を行う。
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・ 郡山市準用河川流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例（河川課）

・ 郡山市法定外公共物管理条例の一部を改正する条例（道路維持課）

・ 郡山市都市計画審議会条例の一部を改正する条例（都市計画課）

・

・

(2)　その他議案　２件 ※施行期日に表記のないものは平成30年４月１日

・

・

　福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部改正に伴い、所要の改正を
行う。

第94号

第95号 郡山市立美術館条例の一部を改正する条例（美術館）

　65歳以上の者の企画展観覧料の見直しに伴い、所要の改正を行う。

第91号

第92号
　占用面積の端数処理方法を改正するとともに、規定を整備する。

第93号

第97号

包括外部監査契約について（総務法務課）第96号

町の区域の画定について（区画整理課）

　喜久田東原土地区画整理事業の施行に伴い、町の区域を新たに画する。

　地方自治法第252条の36第１項の規定に基づき、包括外部監査契約を締結する。

　許可採取量の端数処理方法を改正する。

　行政組織の改編に伴い、所要の改正を行う。

郡山市教育職員の給料の特例に関する条例の一部を改正する条例（人事課）
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　平成29年度の３月補正予算のうち一般会計補正予算について、歳入は東京電力福島第一

原子力発電所の事故に係る賠償金1,154万円の増額のほか、国・県補助金の確定に伴うもの

です。

　また、歳出の主なものとして、財政調整基金への積み立てのほか、事業確定に伴う減額

補正を行うものであり、一般会計補正予算は、７億9,803万6千円の減額、累計では1,329億

2,674万1千円となります。

　特別会計補正予算については、事業確定等に伴い15特別会計について計上するものであ

り、補正額は９億9,346万円の減額、累計では992億741万5千円となります。

　この結果、一般・特別両会計を合わせた補正後の予算額は、2,321億3,415万6千円となり

ます。

（2）平成29年度3月補正予算

○ 会計別平成29年度３月補正予算

補正前の額 ３月補正額 補正後の額
133,724,777 △ 798,036 132,926,741
100,200,875 △ 993,460 99,207,415

国民健康保険 36,619,958 △ 102,865 36,517,093
後期高齢者医療 3,103,820 28,006 3,131,826
介護保険 23,643,955 △ 184,230 23,459,725
公共用地先行取得事業 6,086 △ 5,506 580
荒井北井土地区画整理事業 629,648 △ 442,590 187,058
富田第二土地区画整理事業 226,808 △ 24,200 202,608
伊賀河原土地区画整理事業 340,896 △ 7,200 333,696
徳定土地区画整理事業 869,596 △ 34,200 835,396
大町土地区画整理事業 131,774 △ 400 131,374
総合地方卸売市場 1,084,645 △ 10,701 1,073,944
工業団地開発事業 1,006,955 △ 29,778 977,177
湖南簡易水道事業 206,667 △ 16,364 190,303
水道事業 12,215,241 △ 16,364 12,198,877
下水道事業 17,861,334 △ 147,068 17,714,266
農業集落排水事業 1,081,929 1,081,929

233,925,652 △ 1,791,496 232,134,156

一 般 会 計
特 別 会 計

合 計

（単位：千円）

会 計 名
平 成 29 年 度

財源組替
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(1)　予算議案　16件

・
平成29年度郡山市一般会計補正予算（第９号）など16会計予算（財政課）

(2)　条例議案　６件
・

・ 郡山市行政財産使用料条例の一部を改正する条例(公有資産マネジメント課）

施行期日　公布の日、平成30年４月１日

・ 郡山市特定疾患患者福祉手当条例の一部を改正する条例（障がい福祉課）

・

・ 郡山市東山霊園条例の一部を改正する条例（生活環境課）

・

(3)　その他の議案　４件

・

・

第19号

第20号

郡山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（人事課）

第22号

　行政財産の使用料の額等を改定するとともに、規定を整備する。

　合葬墓の墓誌の刻字に係る使用料の納入時期を届出時に変更するとともに、規定
を整備する。

郡山市営住宅条例の一部を改正する条例（住宅課）

　公営住宅法の一部改正に伴い所要の改正を行うとともに、千杯田第一市営住宅ほ
か１市営住宅の一部廃止に伴う棟数及び戸数の変更を行い、併せて規定を整備す
る。

市道路線の変更について（道路維持課）

施行期日　公布の日

第１号
～第16号

第17号

第18号

第21号

郡山市都市公園条例の一部を改正する条例（公園緑地課）

　福島県人事委員会勧告に準じて、医師に支給する初任給調整手当の支給上限額を
引き上げる。

施行期日　公布の日

　所得税法の一部改正に伴い、所要の改正を行うとともに、規定を整備する。

施行期日　公布の日

市道路線の認定について（道路維持課）

施行期日　公布の日

　一の公園における運動施設の敷地面積の制限割合を定めるとともに、都市公園を
占用する場合の使用料の額等を改正し、併せて規定を整備する。

第23号

第24号

施行期日　公布の日、平成30年４月１日

下西田14号線　外８路線

富岡２号線　外10路線

（3）平成29年度３月補正議案
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・

・

(4)　専決処分報告案　１件

・

専決第30号

施行期日等 平成29年12月22日

専決第31号

施行期日等 平成29年12月28日

専決第１号

施行期日等 平成30年１月17日

専決第２号

施行期日等 平成30年１月24日

　平成29年11月14日発生　西田町地内　側溝蓋破損による車両
損害事故

　平成29年８月４日発生　桃見台地内　保育所児童の投石によ
る車両損害事故

第25号

　平成29年11月２日発生　安積町荒井地内　路面くぼみによる
車両損害事故

報告第１号

　専決第29号　平成29年度郡山市一般会計補正予算（第８号）、平成29年度郡山市
熱海中山簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）

和解及び損害賠償の額を定めることについて　(道路維持課）

和解及び損害賠償の額を定めることについて　(道路維持課）

和解及び損害賠償の額を定めることについて　(こども育成課）

和解及び損害賠償の額を定めることについて　(建築課）

　平成29年11月10日発生　希望ケ丘地内　公用車による車両損
害事故

専決処分事項の報告について

市道路線の廃止について（道路維持課）

第26号 専決処分の承認を求めることについて（財政課）

池ノ上飯森山線　外14路線
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４　５６　教育７　教育８　教育９　教育

　昨年６月に公布された「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部改正する法
律」の趣旨を踏まえ、「第七次郡山市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」において、2018年度
から2020年度までの今後３か年のサービス量を見込み、必要な介護保険料を設定します。その内
容を受けて、「郡山市介護保険条例」の一部を改正し、改定した介護保険料(全体の約23％)をは
じめとする各種財源により、介護保険制度の適正な運営と持続可能性の確保等を図ります。

条例ピックアップ （郡山市介護保険条例の一部を改正する条例）

【介護保険料が増額となる主な要因】

・高齢化率が進展しています。(平成30.１.１現在、25.0％)

・介護報酬が平成30年４月から改定になります。（全体で

プラス0.54％の改定率）

・消費税率が今後２％引上げになることを見込んでいます。

・第１号被保険者の負担割合が22％から23％に増加します。

（市等の負担割合は変わりません。） ※右図参照

・介護保険施設の新規整備を見込んでいます。

３ 消費税引き上げに伴う社会保障費への対応

〇子ども・子育て支援の充実 〇国民健康保険事業

〇介護保険事業

〇難病・小児慢性特定疾患への対応

　平成26年４月から消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、消費税の引き上げ分
については、全て社会保障の充実・安定化に向けて「年金・医療・介護・少子化対策」、いわゆる「社会保障
４経費」に要する経費に使うこととされています。
　本市の平成30年度当初予算における、消費税引き上げによる地方消費税交付金の増額分のうち、社会保障財
源分は約25億円となっており、この財源は主に次の事業の一部に使われます。

子ども・子育て支援分 医療・介護分野

　・施設型・地域型保育給付事業 36億4,920万円

25億6,311万円

　・国民健康保険等への低所得者保険料軽減措置

　・介護保険への財政支援

　・放課後児童クラブ維持管理事業 ４億1,490万円

　・幼稚園・保育所等保育料無料化

　・軽減等事業

１億4,806万円

　・地域子育て支援センター事業 　　3,902万円

　・国民健康保険への財政支援

36億3,399万円

　・介護保険への低所得者保険料軽減措置

　　6,180万円

　　　510万円　・難病患者等地域支援対策推進事業

　・小児慢性特定疾病対策事業

　・病児・病後児保育事業 　　4,302万円

69878 71808 73738 76089 79002 81169 83386 85524 87662

12289 12853 13417 13802 14463 14998 15612 16427 17349

17951
19127 20184 20609

21985 23132 23287
25029

27103

0
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0
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60000

70000

80000

90000

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

第５次計画から第７次計画までの計画値の比較
高齢者数

要介護認定者数

介護保険給付費

保険料基準月額

（人） （百万円）

4,664円（年額55,960円）

5,027円（年額60,320円）

5,573円（年額66,870円）

第５次計画期間 第６次計画期間 第７次計画期間

【介護給付費準備

基金の活用】

2025年に向けて、

高齢者数、要介護認

定者数及び介護保険

給付費の増加傾向は

続き、介護保険料も

大幅な増額が見込ま

れることから、準備

基金を活用し、保険

料の上昇の抑制を図

ります。
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４　５６　教育７　教育８　教育９　教育

　未来を担う子どもたちが生きいきと輝くまちづくりを進めるため、子どもを支援するための
基本理念を定め、市、保護者、市民等、学校等関係者及び事業者の責務を明らかにし、子ども
が健やかに成長し、自立できる社会を実現することを目的とした「郡山市子ども条例」を制定
します。

条例ピックアップ （郡山市子ども条例）

■条例の基本理念等

子どもへの支援について４つの基本理念を規定し、それらを子どもを取り巻く大人たちの責

務と、市が実施する子ども支援のための基本的な施策に包括的に反映させ、「子どもを第一に

考えるまちづくり」を推進します。

■大人たちの責務（主なもの）
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中学生
（13～15歳）

小学生
（６～12歳）

保育園・幼稚園
（２～５歳）

乳児
（０～１歳）

妊娠・出産

健
診
・
教
室

相
談
・
遊
び

通
園
・
通
学

手
当
・
給
付
・
助
成

子育て世代包括支援センター（ニコニコサポート）（４箇所）

育児相談

※主なものを抜粋

ファミリーサポートセンター事業

こども総合支援センター（ニコニコこども館）・地域子育て支援センター（４箇所）

放課後児童クラブ

地域こども教室

認可保育所

幼稚園

こどもの遊び場（ﾍﾟｯﾌﾟｷｯｽﾞこおりやま、八山田こども公園ほか）

妊産婦健診・歯科健診 産後ケア事業

特定不妊治療費助成

ウェルカム赤ちゃん事業

こんにちは赤ちゃん訪問

乳幼児健診(4か月.10か月.１歳6か月.３歳)

離乳食教室

母親教室

教育相談（ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ）

病児・病後児保育事業

児童手当

こども医療費助成

児童扶養手当

ひとり親家庭医療費助成

幼稚園就園奨励費補助

多子世帯保育料軽減補助

第一子保育料無料化・軽減事業

一時的保育事業

就学援助制度

すくすく相談

育児教室

赤ちゃんニコニコステーション事業

産後ヘルパー派遣事業

沐浴教室

地
域
支
援

通学路安全対策事業

市内初の認定こども園

地域こども教室

ペップキッズこおりやまニコニコこども館

母親教室

八山田こども公園

未来を担う子どもたちが生きいきと輝くまちづくりを進めるため、ライフステージに応じた子ど
も子育て支援サービスを推進します。

子どもが健やかに成長し自立できる社会の実現を目指して

※対象年齢、要件等、詳しくはウェブサイトをご確認ください。
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